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はじめに 

我が国における原子力の研究、開発及び利用は、原子力基本法に基づき、

厳に平和の目的に限り、安全の確保を前提に、将来におけるエネルギー資

源を確保し、学術の進歩と産業の振興とを図り、もって人類社会の福祉と

国民生活の水準向上とに寄与することを目的としている。原子力委員会は、

この目的を達成するための国の施策が計画的に遂行されることに資する

ことを目的として、１９５６年以来、概ね５年ごとに計９回にわたって原

子力の研究、開発及び利用に関する長期計画（以下、「長期計画」という。）

を策定してきた。現行の長期計画は２０００年１１月に策定されたもので

ある。 

 

原子力の研究、開発及び利用は、多大な投資を必要とする先端的な巨大

技術に関わるものを含み、原子力以外の分野の科学技術研究や多様な一般

産業活動にも支えられて、国民の理解の上に展開されるものである。この

ため、原子力の研究、開発及び利用が上述の目的を達成するには、研究開

発、規制、誘導、財政的措置等により国が大きな役割を果たす必要がある。 

我が国の原子力行政は、２００１年１月の中央省庁再編により内閣府に

属することになった原子力委員会が、毎年、長期計画に基づいてこの目的

を達成するために必要な施策の基本的考え方を定め、関係行政機関がそれ

を踏まえて、それぞれの所掌する分野において必要な施策を企画・実施・

評価して推進されてきている。 

 

原子力委員会は、今後数十年にわたる我が国における原子力の研究、開

発及び利用に関係する国内外の情勢を展望して、情勢変化が激しい時代を

迎えている我が国社会においては短期、中期、長期の取組を合理的に組み

合わせて推進することが重要との認識に基づき、今後１０年程度の期間を

一つの目安とした、新たな計画を策定することとした。このため、原子力

委員会は、２００４年６月に、新たな計画策定のために、原子力に関係の

深い有識者のみならず、学界、経済界、法曹界、立地地域、マスメディア、

非政府組織等の各界の有識者を構成員とし、原子力委員も委員として参加

する新計画策定会議（以下、「策定会議」という。）を設置した。 

国においては、原子力政策と密接な関係を有するエネルギー政策や科学
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技術政策に関する基本方針を具体化したエネルギー基本計画や科学技術

基本計画が策定されている。また、内閣府に属することとなった原子力委

員会には、原子力行政の実施を担う各省庁に対し、基本的な施策の方向を

示す役割が期待されていると考えられる。このような状況から、新たな計

画は、原子力に関する施策の基本的考え方を明らかにし、各省庁における

施策の企画・推進のための指針を示すとともに、原子力行政に関わりの深

い地方公共団体や事業者、さらには原子力政策を進める上で相互理解が必

要な国民各層に対する期待を示す、原子力政策大綱とした。 

審議は総合的視点に立った結論を導くことを重視して、基本的には策定

会議で行った。また、その進め方は、重要課題ごとに現行の長期計画の評

価と国内外の情勢変化を踏まえつつ、今後の取組のあり方について議論を

行い、その結果を「中間取りまとめ」や「論点の整理」として取りまとめ

た。審議においては、我が国における原子力の研究、開発及び利用が一連

の事故・不祥事により国民の不安や不信を克服できていない現実を厳しく

見据え、国民の期待に応えるとはどういうことかをはじめとする原点から

の議論を進めた。同一事項について様々な見解が存在する場合にはそれら

を踏まえつつ審議を行い、その結果を「論点の整理」等に反映することに

努めた。なお、核燃料サイクル政策や国際問題に関する議論に限っては、

技術検討小委員会及び国際問題に関するワーキンググループを設けて、専

門的な事項についての論点整理を行った。 

策定会議は、最後にこれらの「論点の整理」等を踏まえて新計画を起草

する方針を「新計画の構成」と題する文書に取りまとめ、これに対する国

民の意見を公募して、３９３名の方からの７５８件の意見も踏まえつつ原

子力政策大綱を取りまとめた。 

３１回に及ぶ策定会議、技術検討小委員会（計６回開催）、国際問題に

関するワーキンググループ（計３回開催）、策定会議に並行して開催した

長計についてご意見を聴く会（計２１回開催）の審議は全て公開し、審議

に供された資料及びその議事録はインターネットを通じて公開するなど、

透明性の高い審議に努めた。【この段落は、今後、策定会議、パブリック

コメントなどの進捗に伴い、事務局で記載内容を更新していく】 

 

以下、第１章においては我が国における原子力の研究、開発及び利用が

目指すべき基本目標を示した後に、その現状分析を行い、今後の取組にお

ける共通理念を示している。第２章から第６章においては、この共通理念
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を踏まえた主要課題領域における今後の取組の基本的考え方を示してい

る。また、巻末には、策定の基礎とした資料及び用語解説並びに審議の過

程で作成した「論点の整理」等を添付している。 

 

原子力委員会は、今後の我が国の原子力の研究、開発及び利用が原子力

政策大綱に示す、目指すべき基本目標、今後の取組における共通理念及び

基本的考え方を踏まえることを期待する。なお、その際、原子力関係者は、

原子力施設には危険性が潜在することを片時も忘れず、また、原子力技術

の優れた潜在特性にとらわれてその優位性を過信することなく、優れた他

者と性能を競い合い、切磋琢磨し、必要に応じ躊躇することなくそのあり

方を変革していくことにより、国民の負託や期待に将来にわたり応えてい

くことを原子力委員会は切望する。 

 

第１章 原子力の研究、開発及び利用に関する取組における共通理念 

１－１ 基本的目標 

我が国における原子力の研究、開発及び利用は、厳に平和の目的に限り、

安全の確保を前提に、将来におけるエネルギー資源を確保し、学術の進歩

と産業の振興とを図り、もって人類社会の福祉と国民生活の水準向上とに

寄与することを目的として推進することとされている。この目的を達成す

るための様々な取組を企画し、推進する際には、次の４つの基本的目標を

実現することを目指すべきである。 

 

１．原子力の研究、開発及び利用に関する活動を進めるに当たっては、

安全の確保、その利用を平和の目的に限ること、発生する放射性廃棄物を

適切に管理・処分すること及び国民・地域社会の共生を実現していくこと

が前提条件であり、そのための仕組みが整備され、維持されなければなら

ない。そこで、これらを確実にする仕組みの健全性を絶えず注意深く見直

し、その働きを国民の期待する水準に維持する。 

２．原子力エネルギー利用技術は、既に我が国のエネルギー安定供給と

地球温暖化対策に貢献してきているが、なお、改良・改善の余地は少なく

ない。そこで、今後とも他のエネルギー技術と競争し、協調してこの貢献

の度合いを高めていくことができるように、その特長を一層伸ばし、課題

を克服する努力を継続的に推進し、その過程を通じて学術の進歩、産業の

振興にも貢献する。 
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３．放射線利用技術は、学術、工業、農業、医療の分野で重要な役割を

果たしているが、その特長を伸ばし、課題を克服する努力を継続的に推進

して、この技術が引き続き学術の進歩、産業の振興及び人類社会の福祉と

国民生活の水準向上に広範囲に貢献していくことができるようにする。 

４．原子力の研究、開発及び利用に関する活動の基盤の充実及び研究開

発、規制、誘導、財政的措置等の国の施策を、経済性、社会的受容性はも

とより、公共の福祉の増進の観点から最も効果的で効率的なものとする。 

 

以下では、１－２でこうした基本的目標の実現に向けての我が国におけ

る原子力の研究、開発及び利用に関する活動の現状を評価し、１－３でそ

れを踏まえて今後の取組において重視するべき共通理念を示す。 

 

１－２．現状認識 

我が国における原子力エネルギー利用については、平成１７年６月末現

在５３基の商業用原子炉施設が稼働中で、発電設備容量の合計は約４７０

０万キロワット、年間発電電力量は国内総発電電力量の約３分の１を占め

ており、原子力発電は我が国の基幹電源になっている。また、この原子力

発電に必要な核燃料を供給するとともに使用済燃料を処理する核燃料サ

イクル事業や放射性廃棄物の処分事業についても着実な進展がみられる。

しかしながら、近年、国民の信頼を失墜する事故・トラブル等が発生した

ことから、国や電気事業者等には一層の安全確保や国民の信頼回復に向け

た努力が求められている。 

海外においては、１９７９年の米国スリーマイルアイランド原子力発電

所事故、１９８６年の旧ソ連チェルノブイリ原子力発電所事故等を契機に、

原子力発電所の建設は停滞しており、ドイツ、スウェーデン等では段階的

に原子力発電所を廃止する脱原子力政策が採用されている。しかしながら、

近年になって、新増設が停滞していた米国やフィンランド等でも、地球温

暖化対策やエネルギー安定供給等の観点から、原子力発電所の新増設に向

けた動きが始まっており、また、電力需要が急増している中国やインドで

は原子力発電所建設計画の着実な進展が見られる。 

研究開発面においても、こうした新しい状況に対応して、持続可能な発

展を目指す社会において利用されるべき次世代原子炉の研究開発を目的

として、長期的観点から各国が協力して取り組む動きが生まれている。そ

の代表的な取組である第四世代原子力システムに関する国際フォーラム
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は、高速炉や超高温炉などの革新的な原子炉システムを開発対象として取

り上げ、活動を開始している。 

放射線は、学術、工業、農業、医療活動等において利用されており、例

えば、ラジアルタイヤの品質向上に放射線が用いられていることを挙げる

までもなく、その利用技術は身近な国民生活の場にも広く浸透していて、

科学技術の発展や国民生活の水準向上に幅広い分野で役立っている。今後

も、患者の身体的な負担がより少ない放射線診療の実現やより広範な科学

技術・学術分野での利用など、様々な分野における放射線利用の展開が期

待されている。これらの実現には、研究開発のみならず、放射線利用の利

害得失、放射線の持つ特性、放射線の人体への影響等について、国民に十

分に説明し、理解を促進する取組が重要である。 

我が国における原子力の研究、開発及び利用が今後とも上に掲げた基本

的目標の実現を目指して推進されていくための政策・施策を企画・実施・

評価するに当たっては、こうした国内外の動向を十分念頭におくべきであ

り、以下の現状認識を踏まえるべきである。 

 

１－２－１．安全確保を前提とした原子力利用に対する国民の信頼 

原子力施設の設計・建設・運転に当たっては、地震等の自然現象に対す

る対策はもとより、設備の故障や誤操作に起因して、内在する放射性物質

が国民の健康に悪影響を及ぼす潜在的危険性（リスク）を抑制する安全対

策と、妨害破壊行為のリスクを抑制する防護対策を確実に整備・維持する

必要がある。このため、国は、「人は誤り、機械は故障する」ことを前提

に多重の防護を用意する深層防護の考え方によってこのリスクを抑制す

るための措置を講じることを求め、事業者が、その措置の品質が必要な水

準に維持されていることを品質保証活動により自主的に検証する、安全確

保の仕組みを整備してきた。 

しかしながら、近年における、不正行為についての申告を契機とした一

連の点検で発見された不適切な事業者の行為、多数の作業者の死傷を伴う

極めて重大な機器損壊事故の発生、施設の不適切な施工等は、当該事業者

はもとより、国の安全規制行政の有効性に対する国民の信頼を損ねた。こ

の結果、多数の原子力発電所の運転や再処理工場の試験を長期にわたり停

止せざるを得ない事態がもたらされた。このことは、事業者による施設の

保安や国による安全規制に対する国民の信頼が得られない場合、原子力施

設の稼働率が全国的に低下し、エネルギー安定供給や地球温暖化対策への
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貢献といった原子力発電に期待されている役割の実現は困難となること

も明らかにした。 

これらのことを踏まえて、国は安全規制体系等の見直しを行い、一方、

事業者はこれらの事故・事象に対する深い反省に基づいて安全確保に対す

る取組のあり方の見直しを行い、これを基にして、法令の遵守、品質保証

体制の改善、情報公開等に取り組んできている。また、我が国においては、

２０１０年には運転開始後３０年を経過する商業用原子炉施設が２０基

となることから、施設の高経年化対策の整備・充実に向けた取組が始めら

れている。さらに、国は、安全審査の基礎をなす安全審査指針類について、

個別事項の技術的な見直しとともに、指針類全体の体系的な整備を、関係

学協会等との連携を図りつつ、計画的に実施している。その中でも、特に、

原子力発電所の耐震安全性を審査する際に用いる耐震設計審査指針につ

いては、耐震安全性に対する信頼性の一層の向上には不断の努力が必要で

あることから、積極的な対応が求められており、最新知見等に係る情報の

収集・整理に基づく同指針の高度化に向けた検討が鋭意進められている。 

国と事業者には、こうした取組のあり方を国内外の経験を踏まえて常に

評価し、こうした取組について国民に説明するとともに多様な意見に耳を

傾けて対話を重ねることにより、国民の信頼回復へ向けて努力することが

求められている。 

 

１－２－２．平和利用の担保 

我が国は核兵器の全面的な廃絶を目標に掲げるとともに、原子力の研究、

開発及び利用を厳に平和の目的に限って推進することとしている。このた

め、核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）に加入し、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）

と包括的保障措置協定及び追加議定書を締結するとともに対応する国内

保障措置制度を整備・充実してきている。近年においても、六ヶ所再処理

工場において、大規模な保障措置活動を実施するため、六ヶ所保障措置セ

ンター等を整備するなど、その充実・強化に努めている。 

今後、混合酸化物（ＭＯＸ）燃料の軽水炉利用（プルサーマル）の実施

や六ヶ所再処理工場の本格稼動に当たって、国と事業者は、平和利用の堅

持と国際約束・規範の遵守の重要性を再認識するとともにこれらを実践す

る姿を国民や国際社会に明確に示していくことが重要となっている。 

 

１－２－３．次世代の原子力利用を支える人材の確保 
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安全の確保を図りつつ原子力の研究、開発及び利用を進めていくために

は、これらを支える優秀な人材を育成・確保していく必要がある。しかし

ながら、少子高齢化の進展、２００７年以降には人口減少や熟練した技術

を有する技術者・技能者が大量に現役を退くことに加えて、原子力発電所

の建設機会が減少し、既設の原子力発電所の運転、保守等が中心業務とな

りつつあること及び国と民間の原子力に関する研究開発投資が近年、減少

傾向にあることから、放射線利用分野も含め、次世代において原子力の研

究、開発及び利用を支える人材を維持していくことについて懸念が表明さ

れている。また、多様性確保の観点から、若手、女性、外国人研究者等の

育成を図り、活用を促進するための対応が図られる必要がある。将来にわ

たって原子力に関する広範囲の活動を持続し、さらにそこで新しい可能性

を切り拓いていくためには、引き続き優れた人材を確保していくことが重

要である。 

 

１－２－４．原子力と国民・地域社会の共生 

原子力の研究、開発及び利用を進めるためには、国民と地域社会の理解

と信頼が必要である。そのため、国民と地域社会に対して、原子力の研究、

開発及び利用がもたらす利害得失に関する検討過程、それを規制・誘導す

るための原子力政策の立案・決定過程、及び関係者の諸活動の透明性を確

保することが必要である。国や事業者は、地域社会との対話の場を設置し

たり、人員を地域に配置するなどして、これらに係る情報公開はもちろん

のこと、広聴活動や広報活動を積極的に実施し、こうした活動を通じて得

られた地域社会も含めた国民各層の意見を自らの活動の方針に反映して

きている。しかしながら、こうした情報公開を出発点とする政策決定過程

への国民参画を進める仕組みはなお発展段階にある。また、原子力の研究、

開発及び利用に関する広聴・広報事業には、効果・効率性等の問題がある

等の指摘もある。国や事業者には、国民参加のあり方の一層の工夫や、広

聴・広報活動をより一層効果のあるものにする真摯な取組が求められてい

る。 

また、原子力について学習し、これに関する理解力（リテラシー）を身

につけたいと考える国民に対して、生涯学習の仕組みの一部としてその機

会が提供されているが、これにも一層の工夫が関係者に求められている。 

原子力の研究、開発及び利用に関する活動は関係施設の立地ができては

じめて可能になり、当該立地地域における安定的な活動ができて、期待さ
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れる国民社会に対する貢献も可能になる。関係者は、このことを踏まえて、

立地地域の発展についての地域社会のビジョンを理解し、その実現に対す

る当該地域の取組を支援し、参加することにより、原子力に関する諸活動

についての理解と協力を得る努力を行ってきている。また、地方公共団体

は、地域住民の生命、財産を保護する責務等を有することから、住民の立

場に立って事業者の安全確保のための活動やそれに対する国の規制活動

について把握する等の取組を行っている。 

国は、電力の安定的な供給を確保する観点から電源三法（電源開発促進

税法、電源開発促進対策特別会計法、発電用施設周辺地域整備法）を定め、

有用な発電施設や再処理施設等の原子力発電と密接な関連を有する施設が

立地する地方公共団体に対し交付金等を交付し、施設周辺地域における公

共用施設の整備や産業の振興に寄与する事業を支援してきている。 

近年に至り、地域開発政策においては、自助と自立を基本方針に地域特

性や住民ニーズを踏まえて活性化を図る地域の取組が重要視され、それに

向けて国が支援する仕組みが用意されてきている。原子力施設の立地地域

においても、事業者、大学を含む研究開発機関が地域のこうした取組にパ

ートナーとして参加し、「共生」を目指す動きもある。そこで、国におい

ては、電源地域に対する交付金がこうした取組に効率的・効果的に活用さ

れるよう対応していくことが重要となっている。 

また、国民、地域社会が原子力について得る情報はマスメディアを通じ

たものが多い。そこで、マスメディアには、事実を正確に報道し、その上

でその事実に関して様々な見解があることも伝えることが期待されている。 

 

１－２－５．エネルギー安定供給と地球温暖化対策への貢献 

我が国は、エネルギー自給率（原子力を除く）が主要先進国の中で最も

低く４％に過ぎず、エネルギー資源のほとんどを海外に依存している。ま

た、一次エネルギーの５０％弱を石油に依存し、その８７％を中東に依存

している。世界的には、発展途上国を中心とする経済成長と人口増加によ

りエネルギー需要は大幅に増加するため、化石燃料の需給の逼迫及び価格

の上昇が予想されており、化石燃料を巡って世界で資源獲得競争が激化す

る可能性がある。このため、我が国は、近隣諸国とのエネルギー融通が困

難な島国であることも考慮し、需要面では省エネルギー社会を目指すとと

もに、供給面では、エネルギー資源の輸入先の多様化によって安定的で信

頼できるエネルギー源の確保を図っていくことが不可欠である。 
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また、世界のエネルギー需要の増大等に伴う地球温暖化問題は、人類の

生存基盤に関わる最も重要な環境問題の一つである。長期的・継続的な温

室効果ガスの排出削減の第一歩として採択された京都議定書が２００５

年２月に発効したことに伴い、我が国は議定書の第１約束期間である２０

０８年から２０１２年において温室効果ガスの年間総排出量の平均を基

準年（原則１９９０年）比マイナス６％の水準にまで削減する義務を負っ

た。したがって、我が国としては、省エネルギー努力に最大限に取り組む

一方、温室効果ガスである二酸化炭素の排出量の少ないエネルギー源を最

大限に活用していくことが必要である。 

具体的には、最大限の省エネルギー努力を継続するとともに、二酸化炭

素の隔離処分技術等の研究開発を行いながら、エネルギー源を温室効果ガ

スの発生が少ない燃料や非化石エネルギーに転換していくことが重要で

ある。非化石エネルギーである太陽光や風力等の新エネルギーは、分散し

て利用が可能であるという特徴を有するが、エネルギー密度が小さく、経

済性や供給安定性に課題が存在する。他方、原子力発電は、ウラン資源が

政情の安定した国々に分散して賦存すること、二酸化炭素排出については、

発電過程で排出せず、ライフサイクル全体で見ても太陽光や風力と同レベ

ルであり、二酸化炭素排出が石油・石炭よりも少ない天然ガスによる発電

と比べても１桁小さいこと及び放射性廃棄物は人間の生活環境への影響

を有意なものとすることなく処分できること、さらに、原子力発電は核燃

料のリサイクル利用により供給安定性を一層改善できること、高速増殖炉

サイクルが実用化すれば資源の利用効率を飛躍的に向上できること等か

ら、長期にわたってエネルギー安定供給と地球温暖化対策に貢献する有力

な手段として期待できる。したがって、我が国としては、省エネルギーを

進め、化石エネルギーの効率的利用に努めるとともに、新エネルギーと原

子力をそれぞれの特徴を生かしつつ、最大限に活用していく方針、いわゆ

るエネルギー供給のベストミックスを採用するのが合理的である。また、

技術は絶えず進歩することから、その進歩に応じ、こうした方針は多面的

な評価を踏まえて定期的に見直されることが必要である。そうした中、原

子力発電が、引き続き、社会の持続可能な発展を支えるエネルギー源とし

て位置付けられるためには、関係者がその技術の安全性、経済性、環境適

合性、核拡散抵抗性を絶えず向上させるための努力を続けていく必要があ

る。 
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１－２－６．核燃料サイクルの確立 

核燃料サイクルは、天然ウランの確保、転換、ウラン濃縮、再転換、核

燃料の成型加工からなる原子炉に装荷する核燃料を供給する活動と、使用

済燃料再処理、ＭＯＸ燃料の加工、使用済燃料の中間貯蔵、放射性廃棄物

の処理・処分からなる使用済燃料から不要物を廃棄物として分離・処分す

る一方、有用資源を回収し、再び燃料として利用する活動から構成される。 

使用済燃料を再処理し核燃料をリサイクル利用する活動は、供給安定性

に優れている等の原子力発電の特性をより向上させ、原子力が長期にわた

ってエネルギー供給を行うことを可能とするので、我が国では使用済燃料

を再処理し、回収されるプルトニウム、ウラン等を有効利用していくこと

を国の基本的方針としてきた。その基本的方針を受けて、核燃料サイクル

に係る活動が合理的な範囲内で自主的に行われることを目指し、核燃料サ

イクルの確立を図るために、様々な取組が以下のように行われてきている。 

天然ウランの確保については、国内にはウラン資源が殆ど存在しないこ

とから、電気事業者による長期購入契約を軸とした対応が図られてきてい

る。しかしながら、中国等の原子力発電活動の進展による需要の増大、西

欧諸国の在庫圧縮、解体核からの供給終了の見通し等によりウラン需給が

逼迫し、今後、国際的にウラン資源の確保競争が激しくなる可能性がある。

ウラン濃縮については、国内需要の大半を海外に依存しているが、国内に

おいてもこれまで事業化を推進してきた。現在事業者による工場が操業中

であり、また、より経済性の高い遠心分離機を開発中である。転換につい

ては全量を海外に依存しており、濃縮後の再転換については、これが可能

な事業者は、ウラン加工工場臨界事故後、国内において 1 社となっている。

成型加工については、ほぼ全量の国産化が実現している。これらの活動は

いずれも競争的な国際市場が成立しているが、海外市場は寡占化が進みつ

つある。 

軽水炉使用済燃料の再処理については、これまで日本原子力研究開発機

構（日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構との統合による独立行政

法人（２００５年１０月設立））の東海再処理施設に委託された一部を除

いて、海外の再処理事業者に委託されてきた。この間、事業者が六ヶ所再

処理工場の建設を進めてきており、当初の計画より遅れているものの、現

在、２００７年度の操業開始を目途に、施設試験の実施段階に至っている。

再処理で回収されたプルトニウム、ウランについては、原子力発電の燃料

供給の安定性向上や将来の核燃料サイクル分野における本格的資源リサ
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イクルに必要な産業基盤・社会環境の整備に寄与するものとして、プルサ

ーマルが電気事業者により計画されている。ＭＯＸ燃料加工については、

海外委託再処理により回収されるプルトニウムについては海外において

実施し、六ヶ所再処理工場で回収されるプルトニウムについては、国内で

実施することとし、国内のＭＯＸ燃料加工工場については、２０１２年度

操業開始を目途に事業者が施設の建設に向けた手続きを進めている。この

プルサーマルについては、１９９９年に発覚した英国核燃料会社（ＢＮＦ

Ｌ）の品質管理データ改ざん問題を始めとする不祥事等により、電気事業

者の示した全体計画の実現は遅れている。ただし、最近に至り、いくつか

の電気事業者が、その実施に向けての原子炉設置変更許可申請を行うなど

の進展がみられる。 

また、使用済燃料の中間貯蔵は、使用済燃料が再処理されるまでの間の

時間的な調整を行うことを可能にするので、核燃料サイクル全体の運営に

柔軟性を付与する手段として重要であり、現在、事業者が操業に向け施設

の立地を進めている。 

将来における核燃料サイクルの有力な選択肢である高速増殖炉サイク

ル技術については、日本原子力研究開発機構を中心として研究開発が進め

られている。高速増殖原型炉「もんじゅ」については、１９９５年のナト

リウム漏えい事故以降運転を停止しているが、同機構はナトリウム漏えい

対策等に係る改造工事計画について国の安全審査を終え、２００５年２月

に福井県及び敦賀市より安全協定に基づく「事前了解」を受領しており、

２００５年９月より同工事を開始することを予定している。 

 

１－２－７．電力自由化等の影響 

電気事業者が原子力発電所の建設を決定するに当たっては、経済性、投

資リスク、環境適合性、電源構成のバランス、地元理解や信頼関係、国の

エネルギー政策との整合性等を総合的に勘案している。そのため、原子力

発電の競争力を向上するためには、発電所の建設に係る資本費の低減や建

設期間の短縮、技術の安定性が重要な課題である。近年、電力自由化に伴

い、法的供給独占による需要確保や総括原価主義によるコスト回収の保証

がなくなり、原子力発電所のような回収に長期を要する大型の投資の判断

において、経済性、投資リスクの比重が以前に比して相対的に上昇してい

る。このため、電気事業者には、原子力発電所の建設に対して、このよう

な観点からより慎重な姿勢を示す面があることも見受けられる。 
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他方、核燃料サイクルを構成する使用済燃料の再処理、放射性廃棄物の

処理・処分事業等のうち、高レベル放射性廃棄物の処分事業については、

事業の長期性に鑑み、処分を計画的かつ確実に実施させるため「特定放射

性廃棄物の最終処分に関する法律」に基づき処分実施主体が設立され、事

業に必要な費用についても安全に積み立てる制度が整備されている。その

他の事業についても、関連施設の廃止措置やその結果発生する廃棄物の処

分が完了するまでの期間が長期間にわたることから、そのための費用が事

業者において安全に確保されていることが必要であり、再処理等について

は経済的措置の制度整備が行われている。 

 

１－２－８．放射線利用 

放射線による測定、加工、診療技術等は、学術研究、工業、農業、医療

活動等において利用される多種多様な技術の一つであり、他の技術と比較

して優位性がある場合や、放射線利用技術の固有の特徴が必要不可欠な場

合に採用されてきている。今日では、中性子による高密度磁気ディスクの

磁気構造の解明など幅広い分野の科学技術の進展に大きく寄与するとと

もに、放射線診断、放射線がん治療、放射線利用による害虫防除やジャガ

イモの発芽防止、放射線育種による耐病性ナシや低タンパク質イネ等の作

出、半導体やラジアルタイヤなどの製造等を通じて、国民の健康や生活の

水準向上、産業振興等に貢献している。しかしながら、食品照射のように

放射線利用技術が活用できる分野において、社会への技術情報の提供や理

解活動の不足等のために、なお活用が十分進められていないことが、課題

として指摘されている。 

他方、近年の技術革新により、加速器、高出力レーザー装置、研究用原

子炉等の施設・設備を用いて、高強度で高品位な光量子、放射光等の電磁

波や、中性子線、電子線、イオンビーム等の粒子線を発生・制御する技術、

及び、これらを用いて高精度な加工や観察等を行う利用技術からなる「量

子ビームテクノロジー」と呼ぶべき新たな技術領域が形成されてきている。

これらの技術は、世界各国において最先端の科学技術・学術分野から、各

種産業に至る幅広い分野を支える技術として、様々な科学技術水準の飛躍

的向上に寄与することが期待されている。 

 

１－２－９．放射性廃棄物の処理・処分 

原子力発電所、核燃料サイクル施設、試験研究炉、加速器並びに放射性
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同位元素（ＲＩ）及び核燃料物質を使用する大学、研究所、医療施設等に

おける原子力の研究、開発及び利用には放射性廃棄物の発生が伴う。この

放射性廃棄物を人間の生活環境への影響が有意なものとならないように

処理・処分することは、原子力の研究、開発及び利用に関する活動の一部

であり、必須のものである。 

我が国においては、原子力発電所から発生する低レベル放射性廃棄物の

多くのものを対象とする埋設処分事業が実施されている。使用済燃料の再

処理の過程で発生する高レベル放射性廃棄物については、ガラス固化して

地層処分するとの方針が立てられ、当時の動力炉・核燃料開発事業団（１

９９８年１０月、核燃料サイクル開発機構に改組）を中核として研究開発

が進められてきた。原子力委員会は、その成果を踏まえて、１９９８年５

月に「高レベル放射性廃棄物の処分に向けての基本的考え方」を取りまと

め、核燃料サイクル開発機構は、１９９９年１１月にこれまでの研究成果

を基に「地層処分研究開発第２次取りまとめ」を行った。国は、これに基

づく処分制度の整備に取り組み、２０００年６月に「特定放射性廃棄物の

最終処分に関する法律」が制定された。同年１０月に同法に基づいて処分

実施主体である原子力発電環境整備機構（ＮＵＭＯ）が設立され、２００

２年１２月にはＮＵＭＯが全国市町村を対象に「高レベル放射性廃棄物の

最終処分施設の設置可能性を調査する区域」の公募を開始している。また、

電気事業者等により、高レベル放射性廃棄物の処分費用の積立ても行われ

ている。 

一方、低レベル放射性廃棄物の一部の処理・処分については、関係者の

間で検討が進められている。国と事業者は、国民の原子力に対する理解を

遅らせひいては原子力の研究、開発及び利用に支障を及ぼすことにならな

いよう、これらの処分方法を早急に明確にして、その実現に向けて計画的

に取り組むことが重要である。 

 

１－２－１０．原子力研究開発 

原子力が今後とも長期間にわたって競争力のある安定的なエネルギー

源であり続けるためには、当面の課題に対応するだけでなく、既存の技術

システムに置き換わる革新的な技術システムの実用化への努力も重要で

あり、計画期間の異なる研究開発活動が並行して進められる必要がある。

すなわち、国際的に優れた運転成績に比肩できるレベルを達成するために、

既存設備の高経年化技術、定期検査の柔軟化に対応できる検査技術及び、



 - 17 -

出力増強を実現するための安全評価技術の高度化等の技術やシステムの

改良・改善をもたらす研究開発が重要である。また、既存システムを置き

換え、あるいは新しい市場を開発できる技術を準備するとの観点から、将

来において他のエネルギー技術に対して競争力のある高速増殖炉サイク

ル技術などの次世代原子力発電技術や、原子力による水素製造技術などの

革新技術の実用化を目指す研究開発も継続的に実施されることが重要で

ある。 

国民に身近で広範な分野において利用が進んでいる放射線利用技術に

ついても同様に、既存技術の改良努力のみならず、これらを置き換え、あ

るいは新市場を開拓できる可能性がある革新技術の開発努力も並行して

続けられるべきである。 

さらに、原子力の研究、開発及び利用に関する技術基盤を維持・発展さ

せ、原子力の安全確保のための知的基盤を整備する役割を果たしている基

礎・基盤研究は、新しい技術概念の原理を実証して技術革新にシーズを提

供するとともに、人類共通の財産である新しい知識の獲得にも貢献してい

ること、また、こうした技術開発を支える加速器や研究用原子炉といった

大型研究開発施設は、ライフサイエンスやナノテクノロジー・材料等の分

野に対しても、欠くことのできない研究手段を提供してきていることにも

留意する必要がある。 

このような原子力研究開発、とりわけ国が行うものについては、その総

合性のゆえに、民間の技術水準の維持・向上や、我が国産業の国際競争力

にも影響を及ぼし、その有用性が高い。しかしながら、近年の厳しい財政

事情の中、科学技術関係予算の重点分野への配分、特殊法人等改革等が相

まって、国の原子力研究開発に係る予算額は減少している。そこで、２０

０５年１０月に、日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構の統合によ

り、日本原子力研究開発機構が発足することを一つの契機として、今後の

原子力研究開発の取組に当たっては、継続的取組の重要性は認識しつつも、

エネルギー政策、科学技術政策との整合性、補完性に留意し、有効性・費

用対効果の検証等を行うことにより、効果的、効率的に選択と集中を図っ

ていくことが重要となっている。 

 

１－２－１１．国際的取組 

我が国は、従来より、核兵器のない平和で安全な世界の実現のために、

国際的な核不拡散体制の強化及び核軍縮の推進に取り組んでいる。しかし、
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近年、ＮＰＴ非締約国による核実験、北朝鮮のＮＰＴ脱退宣言や核兵器保

有発言、「核拡散の地下ネットワーク」の発覚、イランがＩＡＥＡに対し

未申告で原子力活動を行っていたこと等の問題が発生した。このため、核

不拡散と原子力の平和利用を両立させるための仕組みであるＮＰＴ及び

ＩＡＥＡ体制の強化の必要性が指摘され、原子力資機材・技術の輸出管理

強化等について国際的な検討が行われている。また、米国同時多発テロ以

降、非国家主体によるテロ活動が行われる危惧が増大し、核物質及び放射

線源のセキュリティ（以下、「核セキュリティ」という。）のための取組

が新たに重要な課題になってきている。この流れを受け、２００５年４月

には核テロ防止条約が採択され、２００５年７月には核物質防護条約の改

正が採択された。 

一方、二国間協力、多国間協力及び国際機関を通じた国際協力により、

我が国は、知識や技術の交流、共同研究開発及び発展途上地域における放

射線利用やエネルギー利用を支援するための取組を行ってきている。また、

我が国の事業者は、国内で培われた技術を生かして海外の原子力発電所の

取替機器を受注してきており、さらに、近年中国における新規建設等の新

たな事業機会に対しても、海外事業者と連携協力して積極的に取り組んで

いる。 

 

１－３．今後の取組における共通理念 

 以上の現状認識に基づけば、我が国における原子力の研究、開発及び利

用がその基本的目標を実現していくためには、国や事業者等が以下を共通

理念として重視しつつ、各分野における取組を企画し、推進するべきであ

る。 

 

１－３－１．安全の確保 

安全の確保は、原子力の研究、開発及び利用を推進するに当たっての前

提条件である。そのために、安全確保の第一義的責任を有するこの活動に

携わる者の遵守するべき条件やこれを規制する仕組みが整備されてきて

いる。また、万一の際に国民の保護を図る防災対策や防護対策も整備され

てきている。これらの安全確保の仕組みの整備に加えて重要なことは、こ

れらの取組によって安全が確保されていることに対する国民の信頼が確

立していることである。この信頼は一日にしては成らず、小さな不心得に

よっても一瞬にして崩れることがあり得る。そこで、原子力の研究、開発
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及び利用に携わる者は、このことを肝に銘じ、安全の確保が全てに優先さ

れるべきことを徹底し、その組織において安全文化を維持発展させていく

ことによって、安全確保の実績を積み上げ、我が国の原子力研究、開発及

び利用全般の安全確保に対する国民の信頼の確立に努めることが重要で

ある。 

 

１－３－２．多面的・総合的な取組 

原子力の研究、開発及び利用がその目的を達成するためには、原子力に

関する知を生み出すための研究開発を推進・誘導すること、研究開発によ

って生み出された知を用いて展開される産業活動や医療活動を公共の福

祉の増進の観点から規制・誘導すること、原子力の研究、開発及び利用に

必要な人材を育成・確保していくこと、原子力施設の立地が適時になされ、

効率的に利用されるように、関係地方公共団体と緊密に協力すること及び

地域社会とのより一層の調和を図ること等多面的に取り組む必要がある。

さらに、これらの取組のあり方は、国民の価値観はもとより、エネルギー

政策、環境政策、科学技術政策、地方自治のあり方等とも密接な関連があ

る。そこで、原子力に関する施策の企画、推進に当たっては、こうした多

面的な取組を、他の取組との連携の必要性や有効性も認識して、総合的な

取組として企画・推進していくことが重要である。 

 

１－３－３．短・中・長期の各取組の同時並行的な推進 

我が国の原子力利用が、エネルギー安定供給や産業の振興、国民の生活

水準の向上に寄与し、今後も人類社会の持続可能な発展に貢献していくた

めには、現在使用中のシステムを安全の確保を大前提に最大限に有効活用

するための工夫を細部にまで配慮しつつ着実に実施していく短期的な取

組のみならず、このシステムをより効率的なシステムに置き換えたり、新

しい市場を開拓できるシステムを導入する準備に取り組んでいく中期的

取組、そして、新しい利用分野を開拓し、現在のシステムを抜本から換え

る技術の研究開発に創造力と挑戦心をもって取り組んでいく長期的取組

も必要である。国は、こうした短期、中期、長期の観点からの創造性豊か

な取組を合理的に組み合わせて並行して推進するべきであり、適宜、民間

とも役割分担を定め、連携していくべきである。同時に、民間においても

これらに対応した取組が行われることを期待する。 
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１－３－４．国際協調と協力の重視 

人類社会において原子力がもつ影響の大きさに鑑みれば、原子力の研究、

開発及び利用は、国際的な視野に立って行われるべきである。また、現代

のように、国際社会において国境を越えての人・組織の競争と協調が日常

化している状況においては、相互に利益を追求する観点から協力作業や共

同作業、そして国境を越えたネットワークの形成が進められている。そこ

で、原子力の研究、開発及び利用に関する取組や施策の企画・推進に当た

っては、国際約束・規範の形成・維持に努めることはもちろん、可能な限

り、国際協力あるいは国際共同作業の効果的な活用を図るべきである。 

 

１－３－５．効果的で効率的な取組と国民との相互理解のために評価を重

視 

格段に厳しさを増す財政事情等に配慮すれば、国の施策は、限られた資

源でより多くの成果を達成するよう、効果的で効率的なものとして企画さ

れ、実施されることが必要である。原子力に関する活動は多方面にわたり、

成果が得られるまでに長期にわたる総合的な取組を要し、しかもその達成

には様々な不確実性を伴う。そこで、グローバル化、巨大化、複雑化して

いく現代社会において原子力の研究、開発及び利用を公共の福祉に資する

よう規制・誘導する施策の企画・推進に当たっては、総合性、長期性を踏

まえた政策評価が極めて重要であり、確実に行って行くべきである。国は、

この評価を通じて、施策がもたらす公共の福祉に対する貢献の大きさやそ

のライフサイクルにわたるコストとリスク等を可能な限り定量的に査定

し、施策の内容が効果的で効率的なものとなるよう見直していくべきであ

る。また、施策の実施にはその意義等について国民の理解を得ることが必

須であるが、こうした評価の内容を国民に積極的に公開することが、施策

についての理解の促進に有効であることにも十分留意するべきである。 

 

第２章 原子力の研究、開発及び利用に関する基盤的活動の強化 

２－１．安全の確保 

２－１－１．安全対策 

（１）国・事業者等の責任 

原子力施設による公衆や作業者への健康リスクが十分低く抑制されて

いることが原子力の研究、開発及び利用の前提条件である。事業者等は、

施設の設計、建設、運転に当たって、「人は誤り、機械は故障する」こと
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を前提に多重の防護を用意する深層防護の考え方を採用して、放射性物質

の放散による災害リスクを抑制し、安全を確保することについて第一義的

責任を有している。しかしながら、近年発生した異常事象や事故にはこの

取組の品質保証システムが十分に機能していないことに起因したものが

少なくない。そこで、事業者等は、その根本原因分析に基づき、再発防止

対策を確立するとともに、法令の遵守を徹底し、品質保証システムに絶え

ざる改善を加え、これらについての説明責任を果たす観点からの情報公開

を行う等の取組を強化する必要がある。 

国は、災害リスクを十分低く抑制する観点から必要な安全基準を作成し、

それに基づいて、事業等の許可、工事計画認可、設計及び工事の方法の認

可、使用前検査及び稼働後の定期検査、保安検査等、一連の規制活動を行

うことを国民から負託されている。国は、この負託に応えていくために、

事業者等に原子力施設の災害リスクを抑えるために必要十分な活動を行

わせ、これらを確認し、必要に応じて事業者に是正措置を講ずることを求

めるとともにその権限の行使について的確に説明責任を果たす必要があ

る。このため、国は行政資源を適正に配置し、効果的で効率的にこれらの

活動を行う努力を重ねてきている。しかしながら、今後とも規制行政に対

する国民の信頼を回復し、維持していく取組が重要である。国は、引き続

き最新の知見を踏まえた科学的かつ合理的な規制を実施していくことを

指針として、このための科学技術的基盤を高い水準に維持するため、原子

力安全委員会の定める「原子力の重点安全研究計画」を踏まえて原子力安

全研究を着実に進める一方で、国内外に存在する規制活動の品質監査機能

を効果的に活用するなどにより自らのあり方を評価し、取組の方法や規制

法制のあり方について改良・改善を図っていくべきである。 

また、医療分野における放射線利用等において複数の法的規制が重畳し

ていることについては、それぞれの法の目的に照らしながら必要な放射線

防護体制の確立を前提としつつ、その適切な整理について検討がなされる

べきである。そこで、国は、現場の実情を踏まえ、学協会等の意見を求め

る等を行い、規制制度の運用において改良すべき点を検討し、一方、医療

関係者、学協会等は科学的知見や医療安全の視点を十分踏まえ、現状の医

療資源でいかに安全が確保できるかを検討することが期待されている。 

 

（２）安全文化の確立・定着と運転管理の継続的改善 

事業者等においては、管理する経営層（トップマネジメント）が、組織
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全体において安全確保のための活動を最優先する「安全文化」を確立・定

着することに取り組むことが必要である。また、最新の知見を踏まえて、

安全基準を遵守しつつ、最も効果的で効率的な安全確保のための活動を計

画・実施し、その結果について評価し、更に改善すべき点が無いかどうか

を、必要に応じて外部の有識者の意見も踏まえて、常に見直していくべき

である。国の規制組織においても、安全文化に則り、安全確保の観点から

様々な課題について注意深く評価して、その重要度に見合った対応を行う

べきである。 

国や事業者等の上の取組に当たっては、原子力施設の運転管理の現場が

活力と魅力のある職場であることが極めて重要であることを踏まえて、安

全確保のための活動が最新の知見に基づいて行われることを目指す現場

における創造的取組を排除することのないように、安全の確保を大前提に、

新しい取組を試行できる仕組みを検討するとともに、具体的安全基準や検

査方法の内容を定期的に見直し、国内外の基準・規格策定組織の策定する

基準や規格を活用して常に最新の科学的知見を反映するものにしていく

べきである。 

また、安全確保に必要な技術基盤を高い水準に維持できる安全研究を着

実に推進し、これらの成果を国内外の組織が策定する基準や規格に一層反

映されるよう促す一方、検査を行う専門家の育成と教育訓練を充実し、こ

れらの技術動向を踏まえた効果的で高い品質の検査等が行われるように

するべきである。 

なお、安全確保は世界共通課題であることや規制活動の国際調和の重要

性を踏まえ、国際間で新知見や教訓を共有することが重要であり、それら

に基づく国際組織における安全基準や規格作成のプロセスに十分な数の

我が国の専門家を参加させ、国内の経験や知見を国際社会と共有して、国

際的な安全基準や規格と我が国の考え方とを整合的なものとしていくこ

と等にも積極的に取り組むべきである。 

 

（３）リスク情報の活用 

安全確保のための活動の多くはリスク管理活動であることを踏まえれ

ば、利用できるリスク情報を活用していくことが効果的である。リスクを

評価する技術が進歩していることから、モデルに基づく評価であることの

限界も留意しつつ、必要十分な安全余裕の下に、適切に現実的な安全確保

のための取組を行うことが可能となってきているので、国は、学協会や産
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業界等での検討状況も参考に、安全基準や安全規制に係る様々な変更につ

いての検討の際にもリスク情報を活用し、また、その活用範囲を広げてい

くことが適切である。なお、国は、国内外において大きな地震が相次いだ

こと等から、原子力施設の地震リスクについて国民の関心が高まっている

ことに留意するべきである。 

事業者等においても、環境安全や労働安全衛生の分野でもリスク情報の

活用が求められていることを踏まえて、これらの分野を含む安全確保のた

めの活動に対してリスク情報も活用して、安全確保のための取組がより一

層効果的でしかも効率的なものになるように、創意工夫していくべきであ

る。 

 

（４）高経年化対策 

原子炉施設の保全設計に当たっては、一般の産業施設の場合と同様、交

換に時間が掛かる設備は設計に余裕を持たせるとともに、機器、設備の点

検や経年劣化の進行の想定などを通して、劣化の進行が早いものは定期的

に交換する方針としている。ただし、３０年を超える設備の経年劣化現象

には研究すべき点が残っているので、国は、この段階に至る前に、６０年

程度の利用を仮定した場合に想定される経年劣化の影響を適切に評価し、

この結果を踏まえ、追加的な監視や補修等を行うといった追加的保全活動

を行うことを高経年化対策として事業者に義務づけている。 

これまでに、運転開始後３０年に至る前に、商業用原子炉施設９基につ

いてこの対策が実施されており、その経験を踏まえて、国において、保守

管理手法も含めたこれら対策の充実のあり方について検討が進められて

いる。国、研究開発機関、産業界、学界は、この結果を踏まえて、国内外

の教訓や知見を注意深く分析評価し、研究開発を共同して計画・実施し、

最新の知見を踏まえた高経年化対策が推進されるようにするべきである。

定期安全レビューにおいては、過去の知見のない経年劣化事象が発生する

可能性にも留意すべきである。 

 

（５）原子力防災 

原子力災害対策の強化を図るため、国、地方公共団体及び事業者等は、

原子力災害対策特別措置法に規定されるそれぞれの責務に応じて、緊急時

において必要となる連絡網、資機材及び医療施設・設備の整備、防災訓練

及び研修の実施、周辺住民に対する知識の普及、オフサイトセンターの整
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備等を、引き続き、充実・強化していくべきである。 

また、適切な計画の下に実施される防災訓練は、危機管理能力の涵養や

リスクコミュニケーションにとって極めて有用であることから、国、地方

公共団体及び事業者等は、各組織において担当者が入れ替わっていくこと

も踏まえ、実施結果を踏まえて絶えず改良を加えつつ、原子力防災訓練や

有事対応訓練を実施し、その結果を原子力災害対策の改良に反映させてい

くことが重要である。 

 

（６）安全確保のための活動に係るコミュニケーション 

国、事業者等は、安全確保のための活動を的確に実行していることを立

地地域や周辺地域の住民を含む国民に説明し、相互理解の形成に寄与する

リスクコミュニケーション活動を行う責任を有する。国は、安全審査の過

程における安全審査書の公開と意見募集、行政処分に係る判断基準の制

定・改定時における意見募集という取組を引続き重視していくべきである。 

また、国は、地域社会に対して、規制活動に関して一般的のみならず個々

具体的にも適宜に説明し、意見交換していくことが重要である。さらに、

国は、住民安全の責任を有する地方公共団体に対して、安全規制に係る各

種の判断基準等の制定・改定に関する適切な情報提供を行うとともに、規

制活動状況を説明し、また、その意見等を求めて、共通理解を深めること

が重要であり、引き続き努力を重ねていくべきである。 

 

２－１－２．核物質防護対策 

放射性物質や核物質の防護については、米国同時多発テロ等を契機とし

て国際的にこれを強化する動きが高まった。これに対応して原子炉等規制

法が改正され、設計基礎脅威の策定や核物質防護検査制度の導入、核物質

防護に係る秘密保持義務規定の創設等の規制強化が行われた。また、２０

０５年７月、核物質及び原子力施設の防護に関する国際的な取組の強化の

ため、核物質防護条約の改正がＩＡＥＡで採択され、今後我が国でも、そ

の締結に向けて必要な検討を行っていく必要がある。これに基づいて、国

や事業者等は的確な対応に努めるとともに、その制度のあり方について引

き続き改良・改善を図っていくことが重要である。 

有事対策について、関係法令が整備されたことを踏まえ、国や事業者等

が適切な対応をとるとともに、その実効性を確保する観点から地方公共団

体と積極的に共同していくことが重要である。 
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２－２．平和利用の担保 

我が国は、今後も、原子力利用を厳に平和の目的に限って推進し、国際

的な核不拡散制度に積極的に参加し、ＩＡＥＡ保障措置及び国内保障措置

の厳格な適用を確保していくべきである。また、関係者において核拡散防

止に対する自らの高い意識を維持するよう不断の努力を継続し、核不拡散

とそのための仕組みの遵守が原子力平和利用の大前提であるという我が

国の基本姿勢を、国民全てが共有するように広聴・広報面の努力を行うと

ともに、引き続き国際社会に対しても強く発信していくべきである。 

さらに、我が国のプルトニウム利用が厳に平和の目的に限っていること

についての国内外の理解と信頼の向上を図るため、利用目的のないプルト

ニウムを持たないという原則を示し、プルトニウム在庫に関する情報の管

理と公開の充実を図ってきた。２００３年８月には、原子力委員会は、プ

ルトニウム利用の一層の透明性確保のための「プルトニウム利用の基本的

考え方」を決定した。今後の六ヶ所再処理工場の稼動に伴って、事業者等

がプルトニウム利用計画をこれに沿って適切に公表することを期待する。 

 

２－３．人材の育成・確保 

原子力の研究、開発及び利用を持続的に発展させていくためには人材の

確保が重要である。そのためには、まず、原子力分野の職場に魅力を取り

戻すことが肝要である。このためには、作業者が能力を十分に生かして使

命を遂行でき、かつ、それが評価されることによって反省をつくりだし、

さらにその反省が使命の遂行に反映される、いわば学習のサイクルがある

職場とすることや、最新の知見と効果的な品質マネジメントを通じて現場

が生み出す創意工夫を生かせる職場やさらにはこれを規制に反映させる

ことができる環境を実現していくことが重要である。この学習のサイクル

を活性化するためには、原子力分野以外を含めた分野との人材交流を行う

ことによって、とかく同質な物事の見方に染まりやすい組織にあって、異

質な観点から物事を認識し、判断することが可能な人材を組織内に適度に

維持していくことも効果的である。国や事業者にあっては、人材の確保・

育成のために、これらをも踏まえて、状況に応じた多様な対策に取り組む

ことが重要である。 

また、事業者、その協力会社、国、地方公共団体は、原子力施設の保修

に関する横断的な技能資格制度の整備、資格の取得に向けた研修施設・カ
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リキュラムのネットワーク化、ネットワークを活用した人材育成等の取組

を積極的に推進していくべきである。その際、地域社会における人材の能

力向上も視野に入れつつ、事業者－協力会社間の垂直の連携にとどまらず、

事業者間、協力会社間の水平連携等の可能性を含め、原子力産業一体とし

て進めることも考慮することが必要である。 

大学等に対しては、一般の工学教育等でのエネルギーや放射線に係る原

子力基礎教育や、社会科学を含む知識･教養をも身に付け、原子力分野に

おいて創造性を発揮して技術革新を担っていくことのできる人材を育成

する専門教育を実施していくことが期待されている。こうした教育の充実

には、インターンシップの取組や連携大学院制度、所有する原子力研究施

設等が一層効果的に活用されるべきであり、関係者にはこれらに対する協

力が期待される。また、原子力関連の大学には、育成される人材が国際機

関でも活躍できるような教育を行うことが期待される。また、大学で競争

的資金を活用して、大学院学生を任期付き研究者として採用したり、博士

研究員を採用し、研究を行っている場合もあるが、これが研究の遂行や人

材育成に効果的であるよう、国は、必要に応じ、各競争的資金制度の評価・

見直しを行っていくべきである。 

研究開発機関は、できる限り多様な人材が場を共有して、進んで限界と

変化に挑戦して新しい知識･技術を作り出し、その成果を反省して再び挑

戦する学習サイクルを作り出すことによって、人材育成に寄与すべきであ

る。この観点から、若手、女性、外国人研究者等多様な人材が活躍できる

環境を整備することが重要である。なお、このことは研究開発機関以外の

大学、事業者等においても実施されることが期待される。 

原子力の研究、開発及び利用の現場には、原子炉主任技術者、核燃料取

扱主任者、放射線取扱主任者、原子力・放射線技術士等、専門的資格を備

えた人材の存在が必要あるいは有用である。大学及び研究開発機関は、こ

れらの専門的資格を有する人材が専門家としての十分な能力を維持でき

るよう、継続的な教育訓練の機会を提供していくことが重要である。 

また、放射線医療分野の専門家の数が不足していることから、国、大学、

研究開発機関等は、医学分野・工学分野間の連携を考慮しつつ、その育成・

確保に努めるべきである。 

 

２－４．原子力と国民・地域社会の共生 

２－４－１．透明性の確保 
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原子力の研究、開発及び利用に関する活動の円滑な実施のためには国

民の信頼が不可欠である。そのためには安全確保のための活動の透明性

の確保が重要との認識に基づき、国、事業者及び研究開発機関は、安全

管理の取組や発生した異常事象を公開することが重要である。異常事象

についての情報は、迅速かつ正確に発信し、その際、作業者や公衆の健

康リスク管理の観点からの重要度についても適宜付していくべきである。

また、関心を有する人が関係文書を閲覧できるようにウエブサイト等を

充実していくべきである。国民、特に、地域社会の人々に対して、安全

確保の活動に関して十分に説明することや施設における安全管理に関す

る活動に関して作業者を対象に十分に説明することは、リスクコミュニ

ケーション活動の一環としても重要である。また、事業者にとっては日

頃行っている安全管理活動の自己点検を行う機会ともなるので、確実に

実施されるべきである。 

一方、事業者、研究開発機関は、求めに応じて地方自治体との間で安

全協定を締結し、安全確保活動に係る情報の報告を提出し、適宜に説明

を行っている。このことも事業活動の社会に対する透明性の確保の観点

から重要である。 

なお、国際的な核物質防護の強化の動きに伴い、関連情報に秘密を設

定することについては、国は、その趣旨の周知徹底に努めるとともに、

学識経験者等の第三者に対して秘密の範囲に関する国の確認状況等を説

明し、それが公共の福祉の観点から妥当であるとの評価を得ること等に

より、その厳格かつ適正な運用に努めることが重要である。 

国、事業者等は、原子力の研究、開発及び利用に関して国民や地域社

会が知りたい情報は何か、「原子力をどう考えているのか、それはなぜな

のか」を知るための広聴活動を国民、地域社会との相互理解を図る活動

の出発点に位置付け、それにより得られた意見等を踏まえて、広報や対

話の活動を進めていくべきである。また、原子力発電に対する国民の理

解を深めるために、国、事業者等は、引き続き、電力の供給地と消費地

の人々の相互交流活動を含む、様々な理解促進活動を行っていくべきで

ある。これらの活動は継続的に行われることが極めて重要であるが、同

時に、それらの活動は効果的で効率的に行われる必要がある。したがっ

て、特に国が委託して実施する広聴・広報事業について、これまでの取

組について反省し、そのあり方の抜本的な見直しを行うことにも真摯に

取り組んでいく必要がある。 
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２－４－２．学習機会の整備・充実 

国民の原子力に関する理解の原点は、国民一人一人が原子力と社会との

関わりについて関心を持ち、日頃からそれぞれに学習努力を行うことにあ

る。そこで、国、事業者及び研究開発機関は、互いに連携を図り、ウエブ

サイトの充実をはじめとして、国民の原子力とエネルギーに関する生涯学

習の機会を多様化し、一層充実することに取り組むとともに、こうした多

様な学習機会の存在を国民に広く知らせることが重要である。さらに、国、

事業者及び研究開発機関は、専門家と国民、とりわけ立地地域の住民との

間の相互理解活動の担い手となる、原子力に関する知識やリスクコミュニ

ケーション能力を有する人材の育成を計画的に行うべきである。 

国は、引き続き、児童生徒の発達段階に応じて、放射線や原子力を含め

たエネルギー問題に関する小・中・高等学校における指導の充実や、エネ

ルギーや原子力に関する教育の支援制度の充実に取り組むことが重要で

ある。地方公共団体は、こうした支援制度を積極的に活用することを期待

する。この活動においては、科学的知見のみならず、学習者が原子力を含

むエネルギーを取り巻く諸情勢に関する正確な知識を深められるよう、見

解が分かれている事項についても、様々な視点から幅広く情報を提供する

ことに留意するべきである。 

非営利組織（ＮＰＯ）がエネルギーや原子力に関する学習機会の提供に

向けて自律的な活動を活発に行うことは重要であるから、国及び地方公共

団体はそのための適切な環境の整備を検討するべきである。 

実体験を通じた知識の普及の機会は重要であり、原子力研究施設や科学

館、博物館等がこの機会を提供する場として活用されることを期待する。

また、核物質防護対策の強化により原子力発電所等への立入りが制限され

ることとなったが、実物を見学することの重要性に鑑み、核セキュリティ

の確保と見学の可能性の確保という二つの要請を両立させるよう事業者

において引き続き努力を期待する。 

 

２－４－３．国民参加 

国は、今後も引き続き、審議会等における政策の審議・検討の場を公

開してその透明性を確保し、公聴会や意見募集を行い、政策決定過程へ

の国民参画の機会を用意することに誠実に取り組んでいかなければなら

ない。こうした活動は、公正でタイムリーであることはもちろん、国民
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の関心の高いものについては、広聴・広報活動と効果的に連携して早い

段階でこのような機会を用意するなど、効果感のあるものにしていくこ

とが重要である。また、地方公共団体において行われる住民との相互理

解を深めるための様々な活動に対しても、国、事業者や研究開発機関は

誠実に協力していくべきである。 

 

２－４－４．国と地方の関係 

原子力の研究、開発及び利用は、科学技術の振興、エネルギー安定供給、

地球温暖化対策といった観点からの国際的かつ全国的視点に立っての国

の施策により基本的には推進されるものであるが、その活動は関係施設の

立地ができてはじめて可能になり、その安定的な活動により期待される国

民社会に対する貢献も可能になる。このため、国や事業者等は、地域社会

に対して国の原子力政策や関係施設の安全確保のための活動の内容を取

組の早い段階から丁寧に説明し、対話を重ねることが重要である。地方公

共団体は、地域住民の生命、財産を保護する責務等を有することから、地

域住民の立場に立って、事業者の安全確保のための活動やそれに対する国

の規制活動の把握に努めるなど様々な取組を行っているので、国や事業者

はその取組に協力すべきである。地方公共団体には、このような国や事業

者の取組がなされることを大前提として、原子力発電に係る判断・評価の

際に、国や事業者の取組を効果的に活用する等、国と密接な連携を図って

いくことを期待するとともに、地域住民と国や事業者との相互理解が着実

に進むよう適切な措置を講じることを期待する。 

 

２－４－５．立地地域との共生 

原子力施設の立地受入は、地域社会の開発計画の一環として行われるこ

とも多いことから、関係者は、立地地域の発展についてのビジョンを理解

し、その上で自らの活動についての理解と協力を得るために相互理解活動

を行うことが重要である。電源三法交付金制度については、地域の実情に

応じて描かれる多様な地域活性化策に対して充当が可能となる制度とされ

ている。今後とも、国は、その実効性の向上のためにも、交付金が活用さ

れた事業の透明性の向上を図るとともに、こうした事業が一層効率的・効

果的に行われるよう、不断の見直しを行うべきである。 

最近に至り、地域の持続的発展を目指すためのビジョンを地域が自ら主

体的に構築し、原子力施設が所在することを長期的、広域的、総合的な地
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域振興に生かしていくための取組が始まっている。当該地域に所在する事

業者、若しくは広域的な関係のある大学や研究開発機関等は、その地域の

一員であるという自覚のもとに、このような取組にその有する資源やノウ

ハウを広く活用してその企画段階からパートナーとして積極的に参加して

いくことを期待する。 

 

第３章 原子力利用の着実な推進 

 原子力利用にはエネルギー利用と放射線利用がある。以下では３－１に

おいてエネルギー利用、３－２において放射線利用、３－３においてこれ

らに共通する放射性廃棄物の処理・処分の着実な推進に向けての取組の基

本的考え方を示す。 

 

３－１．エネルギー利用 

３－１－１．基本的考え方 

原子力発電は、地球温暖化対策と我が国のエネルギー安定供給に貢献し

ている。国は、こうした貢献が今後とも公共の福祉の観点から最適な水準

に維持されるように、原子力発電を基幹電源に位置付けて、着実に推進し

ていくべきである。このため、国は、必要な原子力施設の立地が適時にな

され、効率的に利用されるように、基本的考え方の明確化、事業環境の整

備、研究開発の推進、国民や立地地域への広聴・広報活動による理解促進

等に取り組むべきである。また、民間事業者には、巨大技術を用いて事業

を行うためのノウハウ等を蓄積し、誠実なリスクコミュニケーションを含

む相互理解活動を通じて地域社会における信頼を醸成する一方、必要な投

資と技術開発を行うことにより、我が国の原子力発電とそれに必要な核燃

料サイクル事業を長期にわたって着実に推進していくことに取り組むこ

とを期待する。 

 

３－１－２．原子力発電 

（１）基本的考え方 

我が国において各種エネルギー源の特性を踏まえたエネルギー供給の

ベストミックスを追求していくなかで、原子力発電がエネルギー安定供給

及び地球温暖化対策に引き続き有意に貢献していくことを期待するため

には、２０３０年以後も総発電電力量の３０～４０％程度という現在の水

準程度か、それ以上の供給割合を原子力発電が担うことを目指すことが適
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切である。そして、このことを目指すためには、今後の原子力発電の推進

に当たって、以下を指針とすることが適切である。 

１．既設の原子力発電施設を安全の確保を前提に最大限活用するととも

に、立地地域をはじめとする国民の理解を大前提に新規の発電所の立地に

着実に取り組む。 

２．２０３０年前後から始まると見込まれる既設の原子力発電施設の代

替に際しては、炉型としては現行の軽水炉を改良したものを採用する。原

子炉の出力規模はスケールメリットを享受する観点から大型軽水炉を中

心とする。ただし、各電気事業者の需要規模・需要動向や経済性等によっ

ては標準化された中型軽水炉も選択肢となり得ることに留意する。 

３．高速増殖炉については、軽水炉核燃料サイクル事業の進捗や「高速

増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究」、「もんじゅ」等の成果に基づいた

実用化への取組を踏まえつつ、ウラン需給の動向等を勘案し、経済性等の

諸条件が整うことを前提に、２０５０年頃から商業ベースでの導入を目指

す。なお、導入条件が整う時期が前後することも予想されるが、これが整

うのが遅れる場合には、これが整うまで改良型軽水炉の導入を継続する。 

 

（２）今後の取組 

国は、電力自由化の下で総合的に公益等を勘案して、上記の指針に則っ

た民間の長期投資を促しつつ、環境整備を行うべきである。このため、核

燃料サイクルの条件整備等の将来ビジョンを関係者と共有しつつ、電力自

由化に伴う制度面等での対応や新規立地の長期化等を踏まえた立地推進

対策のあり方、技術開発活動の戦略的プロジェクトへの重点化等の政策課

題について、その具体策の検討とその速やかな実施を、不断の見直しを踏

まえつつ、行っていくことが適切である。 

また、我が国の原子力発電は、設備利用率や作業者の被ばく線量低減の

実績において欧米の後塵を拝している。この状況に鑑み、電気事業者には、

日本原子力技術協会等を通じて国内外の技術情報の共有・活用を図りつつ、

経年変化の技術的評価を基に計画的に適切な保守・保全活動を行うととも

に、安全確保に係る性能指標において世界最高水準を達成することを目標

に掲げて保守管理技術の高度化にも取り組み、安全性と安定性に優れた原

子力発電を実現していくことを期待する。さらに、出力増強、定期検査の

柔軟化や長期サイクル運転による設備利用率向上といった高度利用に関

しても、定期検査の柔軟化を実現できる検査技術や、安全余裕の適正化の
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ために高度化された安全評価技術を、欧米における経験も踏まえて安全確

保の観点から十分に評価・検証した上で採用することにも取り組むことを

期待する。国は、こうした事業者の創意工夫に基づく取組の提案に積極的

に耳を傾け、リスクを十分に抑制しつつ実現できるかどうかを厳格に評価

して判断を下していくべきである。 

製造事業者には、国や電気事業者のこうした取組と相まって、原子炉設

備の徹底した標準化や斬新な設計思想に基づく独自技術の開発に努め、そ

の発信能力を高めるとともに、事業者間の連携を進める等の取組によって

事業の効率性を格段に高めることにより、世界市場で通用する規模と競争

力を持つよう体質を強化することを期待する。 

 

３－１－３．核燃料サイクル 

（１）天然ウランの確保 

天然ウランを将来にわたって安定的に確保することが重要との観点等

から、国際的な資源獲得競争が激化する可能性を踏まえ、電気事業者にお

いては、供給源の多様化や長期購入契約、開発輸入等により天然ウランの

安定的確保を図ることが重要である。 

 

（２）ウラン濃縮 

我が国として、濃縮ウランの供給安定性や核燃料サイクルの自主性を向

上させていくことは重要との観点等から、事業者には、これまでの経験を

踏まえ、より経済性の高い遠心分離機の開発、導入を進め、六ヶ所ウラン

濃縮工場の安定した操業及び経済性の向上を図ることを期待する。なお、

国内でのウラン濃縮に伴い発生する劣化ウランは、将来の利用に備え、適

切に貯蔵していくことが望まれる。 

 

（３）使用済燃料の取扱い（核燃料サイクルの基本的考え方） 

我が国は、これまで、使用済燃料を再処理して回収されるプルトニウム、

ウラン等を有効利用することを基本的方針としてきた。その方針に従い、

海外の再処理事業者に再処理を委託する傍ら、東海再処理施設を建設・運

転して技術を習得して、六ヶ所再処理工場の建設を進め、再処理で発生す

る高レベル放射性廃棄物のガラス固化体の地層処分の事業実施主体、資金

確保制度及び処分地選定プロセス等を規定した法制度やそれに基づく事

業体制を整備してきた。しかしながら、再処理で回収されたプルトニウム
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の軽水炉による利用の遅れ、２００５年には操業を開始する予定であった

六ヶ所再処理工場の建設が遅れて現在なお試験運転の段階にあること、も

んじゅ事故による高速増殖炉開発の遅れ、電力自由化に伴う電気事業者の

投資行動の変化、諸外国における原子力政策の動向等という状況変化の中

で、使用済燃料の再処理を行うこととしている我が国の核燃料サイクル事

業の進め方に対して、経済性や核不拡散性、安全性等の観点から懸念が提

示された。 

そこで、原子力委員会は、今後の使用済燃料の取扱いに関して次の 4 つ

のシナリオを定め、それぞれについて、安全性、技術的成立性、経済性、

エネルギー安定供給、環境適合性、核不拡散性、海外の動向、政策変更に

伴う課題及び社会的受容性、選択肢の確保（将来の不確実性への対応能力）

という１０項目の視点からの評価を行った。 

 

シナリオ１： 使用済燃料は、適切な期間貯蔵した後、再処理する。なお、

将来の有力な技術的選択肢として高速増殖炉サイクルを

開発中であり、適宜に利用することが可能になる。 

シナリオ２：使用済燃料は再処理するが、利用可能な再処理能力を超え

るものは直接処分する。 

シナリオ３：使用済燃料は直接処分する。 

シナリオ４：使用済燃料は、当面全て貯蔵し、将来のある時点において

再処理するか、直接処分するかのいずれかを選択する。 

 

その結果は以下のとおりである。 

 

①安全性 

いずれのシナリオにおいても、適切な対応策を講じることにより、所要

の水準の安全確保が可能である。ただし、直接処分する場合には、現時点

においては技術的知見が不足しているので、その蓄積が必要である。再処

理する場合には放射性物質を環境に放出する施設の数が多くなるが、それ

ぞれが安全基準を満足する限り、その影響は自然放射線による被ばく線量

よりも十分に低くできるので、シナリオ間に有意な差は生じない。 

 

②技術的成立性 

再処理する場合については、高レベル放射性廃棄物の処分に関して現在



 - 34 -

までに制度整備・技術的知見の充実が行われているのに対して、直接処分

については技術的知見の蓄積が不足している。シナリオ４については、結

果的に利用されない可能性がある技術基盤等を長期間維持する必要があ

る。 

 

③経済性 

現在の状況においては、シナリオ１はシナリオ３に比べて発電コストが

1 割程度高いと試算され、他のシナリオに劣る。ただし、政策変更に伴う

費用まで勘案するとこのシナリオが劣るとは言えなくなる可能性がある。 

 

④エネルギー安定供給 

再処理する場合には、ウランやプルトニウムを回収して軽水炉で利用す

ることにより、１～２割のウラン資源節約効果が得られ、さらに、高速増

殖炉サイクルが実用化すれば、ウラン資源の利用効率が格段に高まり、現

在把握されている利用可能なウラン資源だけでも数百年間にわたって原

子力エネルギーを利用し続けることが可能となる。 

 

⑤環境適合性 

再処理する場合は、ウランやプルトニウムを回収して利用することによ

り、高レベル放射性廃棄物の潜在的有害度、体積及び処分場の面積を低減

できるので、廃棄物の最小化という循環型社会の目標により適合する。さ

らに、高速増殖炉サイクルが実用化すれば、高レベル放射性廃棄物中に長

期に残留する放射能量を少なくし、発生エネルギーあたりの環境負荷を大

幅に低減できる可能性も生まれる。 

 

⑥核不拡散性 

再処理する場合には、国際的に適用されている保障措置・核物質防護措

置や日米間で合意された技術的措置を講じること等により、国際社会の懸

念を招かないようにすることになる。直接処分する場合には、プルトニウ

ムを含む使用済燃料を処分することを踏まえて、国際社会の懸念を招かな

い核物質防護措置等を開発し、適用することになる。それぞれについてこ

のような対応がなされる限り、この視点でシナリオ間に有意な差はない。 

 

⑦海外の動向 
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各国は、地政学要因、資源要因、原子力発電の規模等に応じて、再処理

するか直接処分を行うかの選択を行っている。原子力発電の規模が小さい

国や原子力発電からの撤退を基本方針とする国、国内のエネルギー資源が

豊富な国等では直接処分を、原子力発電の規模が大きい国や原子力発電の

継続を基本方針とする国、国内のエネルギー資源が乏しい国等では再処理

を、選択する傾向が見られる。なお、直接処分を選択している米国におい

ても、高レベル放射性廃棄物処分場数を最小限にすることが重要として、

それに必要な再処理技術の研究が始められている。 

 

⑧政策変更に伴う課題 及び ⑨社会的受容性 

現時点においては、直接処分する場合についての我が国の自然条件に対

応した技術的知見の蓄積が欠如していることもあり、プルトニウムを含ん

だ使用済燃料の最終処分場を受け入れる地域を見出すことはガラス固化

体の最終処分場の場合よりも一層困難であると予想される。核燃料サイク

ル政策を直接処分を行う政策に変更する場合には、これまで再処理政策を

前提に築いてきた原子力施設立地地域との信頼関係を直接処分に向けて

必要な措置を受け入れてもらうことを含めて改めて構築することが必要

となるが、これには時間を要するから、この間に使用済燃料の搬出が滞っ

て原子力発電所が順次停止する可能性が高い。 

 

⑩選択肢の確保（将来の不確実性への対応能力） 

シナリオ１においては技術革新インフラや再処理を行うことについて

の国際的理解が維持されるので、状況に応じて多様な展開が可能である。

ただし、このシナリオにおいても再処理以外の技術の調査研究も進めてお

くことが不確実性対応能力をさらに高めるとの指摘もある。シナリオ４は、

選択を後日に行うので対応能力が高いと思われたが、長期間事業化しない

ままで対応に必要なインフラや国際的理解を維持することは現実には困

難と判断される。 

 

我が国における原子力発電の推進に当たっては、経済性の確保のみなら

ず、循環型社会の追究、エネルギー安定供給、将来における不確実性への

対応能力の確保等を総合的に勘案するべきである。そこで、これら１０項

目の視点からの各シナリオの評価に基づいて、我が国においては、核燃料

資源を合理的に達成できる限りにおいて有効に利用することを目指して、
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安全性、核不拡散性、環境適合性を確保するとともに、経済性にも留意し

つつ、使用済燃料を再処理し、回収されるプルトニウム、ウラン等を有効

利用することを基本的方針とする。使用済燃料の再処理は、核燃料サイク

ルの自主性を確実なものにする観点から、国内で行うことを原則とする。 

 国は、核燃料サイクルに関連して既に「原子力発電における使用済燃料

の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律」等の措置を講

じてきているが、今後ともこの基本的方針を踏まえて、効果的な研究開発

を推進し、所要の経済的措置を整備するべきである。事業者には、これら

の国の取組を踏まえて、六ヶ所再処理工場及びその関連施設の建設・運転

を安全性、信頼性の確保と経済性の向上に配慮し、事業リスクの管理に万

全を期して着実に実施することにより、責任をもって核燃料サイクル事業

を推進することを期待する。それら施設の建設・運転により、我が国にお

ける実用再処理技術の定着・発展に寄与することも期待する。 

 

（４）軽水炉によるＭＯＸ燃料利用（プルサーマル） 

我が国においては、使用済燃料を再処理し、回収されるプルトニウム、

ウラン等を有効利用するという基本的方針を踏まえ、当面、プルサーマル

を着実に推進することとする。このため、国においては、国民や立地地域

との相互理解を図るための広聴・広報活動への積極的な取組を行うなど、

一層の努力が求められる。事業者には、プルサーマルを計画的かつ着実に

推進し、六ヶ所再処理工場の運転と歩調を合わせ、国内のＭＯＸ燃料加工

事業の整備を進めることを期待する。なお、プルサーマルを進めるために

必要な燃料は、当面、海外において回収されたプルトニウムを原料とし、

海外においてＭＯＸ燃料に加工して、国内に輸送することとする。このた

め、国及び事業者は、輸送ルートの沿岸諸国に対して輸送の際に講じてい

る安全対策等を我が国の原子力政策や輸送の必要性とともに丁寧に説明

し理解を得る努力を今後も継続していくことが必要である。 

  

（５）中間貯蔵及びその後の処理の方策 

使用済燃料は、当面は、利用可能になる再処理能力の範囲で再処理を行

うこととし、これを超えて発生するものは中間貯蔵することとする。中間

貯蔵された使用済燃料及びプルサーマルに伴って発生する軽水炉使用済

ＭＯＸ燃料の処理の方策は、六ヶ所再処理工場の運転実績、高速増殖炉及

び再処理技術に関する研究開発の進捗状況、核不拡散を巡る国際的な動向



 - 37 -

等を踏まえて２０１０年頃から検討を開始する。この検討は使用済燃料を

再処理し、回収されるプルトニウム、ウラン等を有効利用するという基本

的方針を踏まえ、柔軟性にも配慮して進めるものとし、その結果を踏まえ

て建設が進められるその処理のための施設の操業が六ヶ所再処理工場の

操業終了に十分に間に合う時期までに結論を得ることとする。 

国は、中間貯蔵のための施設の立地について国民や立地地域との相互理

解を図るための広聴・広報活動等への着実な取組を行う必要がある。事業

者には、中間貯蔵の事業を着実に実現していくことを期待する。 

 

（６）不確実性への対応 

国、研究開発機関、事業者等は、長期的には、技術の動向、国際情勢等

に不確実要素が多々あることから、それぞれに、あるいは協力して、状況

の変化に応じた政策選択に関する柔軟な検討を可能にするために使用済

燃料の直接処分技術等に関する調査研究を、適宜に進めることが期待され

る。 

 

３－２．放射線利用 

３－２－１．基本的考え方 

放射線はこれまで、学術、工業、農業、医療、その他の分野で適切な安

全管理の下で利用されてきており、社会に大きな効用をもたらしている。

しかしながら、放射線は取扱いを誤れば人の健康に悪影響を与えること、

不適切な取扱事例が報告されることがあることから、利用現場においては、

安全確保のあり方について絶えず見直し、今後とも厳格な安全管理体制の

下で、効果的で効率的な利用に向けて努力がなされることを期待する。 

放射線や放射性物質を利用する分野は着実に拡大してきているが、今後

ともこれが進展していくためには、潜在的な利用者の技術情報や効用と安

全性についての理解の不足を解消していくことが重要である。そこで、従

来から存在する産学官の連携の取組を強化して情報提供、経験交流、共同

開発を進める観点から、医学分野・工学分野・農学分野間の連携等を図る

とともに、事業者、国民、研究者間の相互交流のためのインターフェース

や相互学習のためのネットワーク等を整備していくべきである。 

国は、先端技術が効果的に利用されるように、放射線利用技術の高度化

に向けて適切な支援策を講じるとともに、国と民間の科学技術活動に対す

る効果の大きい先端的な施設・設備の整備を行っていくべきである。 
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なお、地方公共団体の実施する地域産業の振興策等は、地域産業がこの

分野の先端技術施設を利用し、技術水準を向上させ、多様な生産活動を展

開していく契機を与えるのに有効である。そこで、国・地方公共団体は、

地方公共団体のイニシアティブのもとに地域の大学等とも連携して、当該

施設にこの目的のための関連施設を整備し、基盤インフラの共用を図るな

どして、地域産業による有効活用を促していくことが重要である。 

 

３－２－２．各分野における進め方 

（１）科学技術・学術分野 

放射線は基礎研究や様々な科学技術活動を支える優れた道具として重

要であり、引き続き我が国の科学技術や学術水準の向上に資する活動にお

いて積極的に利用されるべきである。量子ビームテクノロジーは、今後、

ナノテクノロジーやライフサイエンス等最先端かつ重要な科学技術・学術

分野から、医療・農業・工業等の幅広い産業までを支えていくことが期待

されている。そこで、国は、大強度陽子加速器といった世界最先端の量子

ビーム施設・設備を我が国の基幹的な共通科学技術インフラとして整備し

ていくことに継続して取り組むとともに、こうした施設・設備において、

産学官が連携して活用できる環境の整備や研究者及び開発者にとって利

用しやすい柔軟性に富んだ共用・支援体制の整備等に取り組むべきである。 

 

（２）工業分野 

放射線による新材料の創製技術や新しい加工技術・測定技術等の研究開

発成果が産業界で効果的に活用されるよう、これらを周知する活動を強化

することが重要である。このため、研究協力の推進や円滑な技術移転を進

めるための民間による先端施設の利用等の産学官の連携・協働活動を一層

推進するべきである。 

 

（３）医療分野 

国は、放射線医学の研究開発成果に基づく患者の負担が少ない放射線治

療についての情報が医療や医学教育の現場において広く共有・教育され、

適正な放射線治療が普及していくよう、所要の措置を講じるべきである。

放射線診断による患者の被ばくについては、関係団体において現場の医療

関係者等と連携を図り、国際機関等から提示されている参考レベル等を参

照して、国民に不必要な被ばくをさせないために、指針の策定を含め、被
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ばく線量の最適化に向けた方策の検討が行われることを期待する。 

 

（４）その他の分野 

食品照射については、生産者、消費者等が科学的な根拠に基づき、具体

的な取組の便益とリスクについて相互理解を深めていくことが必要であ

る。また、多くの国で食品照射の実績がある食品については、関係者が科

学的データ等により科学的合理性を評価し、それに基づく措置が講じられ

ることが重要である。農業分野の利用活動のうち放射線育種については、

国民生活の水準向上や産業振興に寄与できる品種の作出を目指し、不妊虫

放飼法による害虫防除等については、害虫の根絶や侵入の防止を目指し技

術開発及び事業を引き続き推進していくべきである。放射線を利用した環

境浄化技術や有用金属捕集材の製造技術については、国は技術の高度化を

進めるとともに、その実用化に取り組む者を適切に支援していくべきであ

る。 

 

３－３．放射性廃棄物の処理・処分 

３－３－１．基本的考え方 

原子力の便益を享受した現世代は、これに伴い発生した放射性廃棄物の

安全な処分への取組に全力を尽くす責務を、未来世代に対して有している。

放射性廃棄物は、「発生者責任の原則」、「放射性廃棄物最小化の原則」、「合

理的な処理・処分の原則」及び「国民との相互理解に基づく実施の原則」

のもとで、その影響が有意ではない水準にまで減少するには超長期を要す

るものも含まれるという特徴を踏まえて適切に区分を行い、それぞれの区

分毎に安全に処理・処分することが重要である。 

 廃棄物の効果的で効率的な処理・処分を行う技術は循環型社会の実現を

目指す我が国社会にとって必須の技術であることを踏まえて、研究開発機

関等はこのような処分を放射性廃棄物について行う技術の研究開発を先

進的に進めるべきであり、発生者等の関係者はこうして生まれた新知見や

新技術を取り入れて、廃棄物の処理・処分の範となる安全で効率的な処

理・処分を行っていくことを期待する。国は、このことを促進することも

含めて、上記原則等に基づき、引き続き適切な規制・誘導の措置を講じて

いくべきである。 

なお、発生者等の関係者が処分のための具体的な対応について検討中の

放射性廃棄物の処理・処分については、情報公開と相互理解活動による国
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民及び地域の理解の下、具体的な実施計画を速やかに立案、推進していく

ことが重要である。 

 

３－３－２．地層処分を行う放射性廃棄物 

（１）高レベル放射性廃棄物 

高レベル放射性廃棄物の地層処分については、「特定放射性廃棄物の最

終処分に関する法律」に基づき、２０３０年代頃の処分場操業開始を目標

として、概要調査地区の選定、精密調査地区の選定及び最終処分施設建設

地の選定という３段階の選定過程を経て最終処分施設が建設される計画

である。地方公共団体がＮＵＭＯによる「高レベル放射性廃棄物の最終処

分施設の設置可能性を調査する区域」の公募に応募する際には、当該地域

において処分場の設置が地域社会にもたらす利害得失や最終処分事業の

重要性についての住民の十分な理解と認識を得ることが重要である。この

ためには、実施主体であるＮＵＭＯだけではなく、国及び電気事業者等も、

適切な役割分担と相互連携の下、地方公共団体をはじめとする全国の地域

社会の様々なセクター及び地域住民はもとより、原子力発電の便益を受け

る電力消費者の理解と協力が得られるように、創意工夫を行いながら、現

在の取組を強化すべきであり、さらに、それら活動の評価を踏まえて新た

な取組を検討するなど、それぞれの責務を十分に果たしていくことが重要

である。 

また、国、研究開発機関及びＮＵＭＯは、それぞれの役割分担を踏まえ

つつ、密接な連携の下で、高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る研究開

発を着実に進めていくことを期待する。ＮＵＭＯには、高レベル放射性廃

棄物の最終処分事業の安全な実施、経済性及び効率性の向上等を目的とす

る技術開発を計画的に実施していくことを期待する。また、日本原子力研

究開発機構を中心とした研究開発機関は、深地層の研究施設等を活用して、

深地層の科学的研究、地層処分技術の信頼性向上や安全評価手法の高度化

等に向けた基盤的な研究開発、安全規制のための研究開発を引き続き着実

に進めるべきである。 

これらの研究開発成果については、海外の知見も取り入れつつ、適切に

知識管理の取組がなされ、最終処分事業や国の安全規制を支える最新の知

識基盤として整備・維持するように努めるとともに、ＮＵＭＯの最終処分

事業に適切に反映されることが重要である。このため、国及び研究開発機

関等は、全体を俯瞰して総合的、計画的かつ効率的に進められるよう連
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携・協力するべきである。また、研究開発機関等は、国及びＮＵＭＯが行

う住民の理解と認識を得るための活動にも協力していくことが重要であ

る。さらに、国は、こうした研究開発の進捗を踏まえて、安全規制に係る

制度等を整備する必要がある。 

 

（２）超ウラン核種を含む放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃

棄物 

低レベル放射性廃棄物のうち超ウラン核種を含む放射性廃棄物（以下

「ＴＲＵ廃棄物」という。）の中には地層処分が想定されるものがある。

地層処分が想定されるＴＲＵ廃棄物を高レベル放射性廃棄物と併置処分

することが可能であれば、処分場数を減じることができ、ひいては経済性

が向上することが見込まれる。このため、国は、事業者による地層処分が

想定されるＴＲＵ廃棄物と高レベル放射性廃棄物を併置処分する場合の

相互影響等の評価結果を踏まえ、その妥当性を検討し、その判断を踏まえ

て、実施主体のあり方や国の関与のあり方等も含めてその実施に必要な措

置について検討を行うべきである。 

また、海外再処理に伴う低レベル放射性廃棄物は、今後、仏国及び英国

の事業者から順次返還されることになっている。このうち、仏国の事業者

からは、地層処分が想定される低レベル放射性廃棄物のうち、低レベル廃

液の固化方法をアスファルト固化からガラス固化へ変えることが提案さ

れている。英国の事業者からは、低レベル放射性廃棄物のうち、地層処分

が想定されるセメント固化体と管理処分が適当とされる雑固体廃棄物と

をそれらと放射線影響が等価な高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）に

交換して返還することが提案されている。これらの提案には、国内に返還

される廃棄物量が低減し、それに伴い輸送回数が低減すること及び海外か

ら返還される低レベル放射性廃棄物の最終処分までの我が国における貯

蔵管理施設の規模が縮小できる等の効果が見込まれる。このため、国は、

事業者の検討結果を受け、仏国提案の新固化方式による廃棄体の処理処分

に関する技術的妥当性や、英国提案の廃棄体を交換する指標の妥当性等を

評価し、これらの提案が受け入れられる場合には、そのための制度面の検

討等を速やかに行うべきである。 

 

３－３－３．管理処分を行う放射性廃棄物 

管理処分の方式には、浅地中トレンチ処分、浅地中ピット処分、余裕深
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度処分がある。浅地中トレンチ処分、浅地中ピット処分については既に処

分が実施されているものもあるが、余裕深度への処分については事業者が

調査・試験を実施しているので、その結果を踏まえて、事業の実施に向け

て速やかに安全規制を含めた制度の整備を検討するべきである。 

ＲＩを含む放射性廃棄物については、改正された「放射性同位元素等に

よる放射線障害の防止に関する法律」に基づいて、具体的な制度の施行準

備が行われている。また、研究所等廃棄物、ＴＲＵ廃棄物及びウラン廃棄

物については、順次、安全規制の考え方等の検討が行われているので、関

係者は安全規制制度の準備状況を踏まえつつ、処分の実施に向けて取り組

むべきである。なお、放射性廃棄物の処理・処分は、発生者や発生源によ

らず放射性廃棄物の性状に応じて一元的になされることが効率的かつ効

果的である場合が少なくないことから、国はこれが可能となるように諸制

度を運用すべきであり、必要に応じて、このための更なる対応策を検討す

べきである。 

 

３－３－４．原子力施設の廃止措置等 

商業用発電炉、試験研究炉、核燃料サイクル施設等の原子力施設の廃止

措置は、安全確保を大前提に、その設置者の責任において、改正された原

子炉等規制法等に基づいて、国の安全規制の下で、地域社会の理解と協力

を得つつ進めることが重要である。 

原子力施設の廃止措置から生じる放射性物質として扱う必要のない資

材を再利用することは、資源を有効活用する循環型社会の考え方にも整合

するので、合理的である。国、事業者等は、放射能濃度がクリアランスレ

ベル以下のものの処理・処分又は再利用に当たっては、改正された原子炉

等規制法に基づいて、各々が適切に対応することが重要である。 

なお、試験研究炉の使用済燃料の取扱いについては、個別の状況を踏ま

えつつ、その取扱いを、合理性を考慮しつつ検討すべきである。 

 

第４章 原子力研究開発の推進 

４－１．原子力研究開発の進め方 

原子力発電を基幹電源として維持していくことには大きな公益がある

が、これを可能にするためには、核燃料サイクルを含めた既存技術の安全

性、信頼性、経済性、供給安定性、環境適合性等を絶えず改良・改善して

いくとともに、次世代の供給を担うことのできる競争力のある革新技術の
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研究開発を実施していく必要がある。放射線利用の分野においても、放射

線の発生から利用までの至るところで様々な改良や革新の可能性が提起

されており、その実現は学術の進歩や産業の振興をもたらすので、今後と

も多様な研究開発を進めていくことが適切である。また、これらの原子力

開発利用の技術に関する基盤を維持し新たな概念を生み出していく基礎

的・基盤的な研究開発活動は、今後とも継続していくべきである。なお、

原子力技術は国際場裡においてはどの国を起源とする技術かが厳格に追

求され、自国産の技術でないと国際展開等に不都合を生じることも少なく

ないために、他の分野に比べ、我が国の独自技術を保有することを目指し

た研究開発を推進する重要性が高い。 

さらに、原子力研究開発は、その総合性のゆえに、研究開発手段である

大型研究開発施設等が他の科学技術分野に有力な研究手段を提供する一

方、長期的視点に立った実現時期がかなり遠い将来と考えられる技術の探

索的な研究から実用技術の改良・改善という短期的視点に立った研究開発

まで、様々な段階にある研究開発課題に並行して取り組むことによって、

その波及効果として様々な技術革新のシーズを提供してきている。 

以上の諸点を踏まえれば、原子力研究開発は、今後とも、１）基礎的・

基盤的な研究開発、２）革新的な技術概念に基づく技術システムの実現可

能性を探索する研究開発、３）革新的な技術システムを実用化候補にまで

発展させる研究開発、４）革新技術システムを実用化するための研究開発、

５）既に実用化された技術を改良・改善するための研究開発 という異な

る段階にある研究開発課題に対する取組を並行して進めていくことが適

切である。 

ただし、原子力研究開発には、実用化に至るまで長期の期間を要するた

め実用化の不確実性が大きく、民間が単独で行うにはリスクが大きすぎる

ことや放射性物質を取り扱える研究開発施設が必要であること等の特徴

がある。したがって、原子力の社会に対する貢献や寄与を継続・拡大して

いくためには、国あるいは研究開発機関が、革新的な技術システムを実用

化候補にまで発展させる段階までを中心に、他の科学技術分野に比べてよ

り大きな役割を果たしていく必要がある。しかし、その場合であっても、

国の活動は、公益の観点から期待される成果を明確にし、効果的かつ効率

的に進めなければならないから、各取組について、一定期間のうちに予想

される成果と課題、その実用化時期における環境条件予測を踏まえて実施

される多面的な評価結果に基づく投資の費用対効果、研究開発の段階に応
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じた官民の役割分担と資源配分のあり方、国際協力の効果的活用の可能性

等を総合的に評価・検討して、「選択と集中」の考え方に基づいて研究開

発資源の効果的かつ効率的な配分を行っていくべきである。 

また、国の研究開発投資の配分の検討に当たっては、大型の研究開発施

設等が他の科学技術分野に有力な研究手段を提供する等、原子力研究開発

が我が国の科学技術活動全般に果たしている機能についても評価し、この

点も適切に考慮されることが望ましい。 

 

４－１－１．基礎的・基盤的な研究開発 

基礎的・基盤的な研究開発活動は、我が国の原子力利用を分野横断的に

支え、その技術基盤を高い水準に維持したり、新しい知識や技術概念を獲

得・創出する目的で行われ、研究者・技術者の養成にも寄与するところが

大きい。したがって、この段階の研究開発は、国や研究開発機関、大学に

よって、国際協力を効果的に活用しつつ、主体的に推進されるべきである。 

原子力安全研究は、原子力利用の大前提である安全の確保に直結し、全

ての原子力の研究、開発及び利用に関する活動の基盤となるので、原子力

安全委員会の定める「原子力の重点安全研究計画」を踏まえて着実に進め

る必要がある。 

その他の基礎的・基盤的な研究開発の主要な活動には、核工学、炉工学、

材料工学、原子力シミュレーション工学等原子力の共通基盤技術の研究や

保障措置技術、量子ビームテクノロジー、再処理の経済性の飛躍的向上を

目指す技術や放射性廃棄物処理・処分の負担軽減に貢献する分離変換技術

の研究開発等がある。ＲＩ等を利用した放射線利用研究や量子ビームテク

ノロジーに関しては、革新技術の探索や新しい利用分野を開拓する研究、

原子力以外の広範な分野での利用を開発する研究等を着実に推進するこ

とが必要である。核燃料サイクルの推進等において将来の社会情勢の変化

等に柔軟に対応できる技術的選択肢を確保するための基礎的な調査研究

も、国は適宜に推進するべきである。 

国は、この段階で生まれた新しい知識や技術概念を適切に評価して、革

新的な技術システムの実現を目指す活動の対象とするかどうかを判断し

ていくべきである。 

 

４－１－２．革新的な技術概念に基づく技術システムの実現可能性を探索

する研究開発 
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基礎的・基盤的な研究開発で生まれた革新的技術概念に基づく技術シス

テムの実現可能性を探索するための研究開発については、国はその実用化

に至るまでに要する費用との関係において予想される実用化に伴う公益

の大きさに応じて取組のあり方を定めるべきである。 

この考え方に基づいて進められてきている、第三段階核融合研究開発基

本計画に基づくＩＴＥＲ計画をはじめとする核融合エネルギーを取り出

す技術システムの研究開発、高温の熱源や経済性に優れた発電手段となり

得る高温ガス炉とこれによる水素製造技術の研究開発等については、今後

とも技術概念や基盤技術の成熟度等を考慮しつつ長期的視野に立って必

要な取組を決め、推進していくことが重要である。その際、シミュレーシ

ョン技術の高度化等による、大規模な技術システム開発の効率化も考慮す

る必要がある。また、量子ビームテクノロジーについても、小型加速器が

ん治療システム等革新的技術概念に基づく技術システムの開発に同様の

考え方で取り組むべきである。 

 

４－１－３．革新的な技術システムを実用化候補まで発展させる研究開発 

原子力利用や広範な科学技術分野に革新をもたらす可能性が大きい革

新技術システムを、実用化の候補にまで発展させるための研究開発につい

ては、国及び研究開発機関が、産業界とロードマップ等を共有し、大学や

産業界の協力・協働を得つつ、主体的に取り組むべきである。この場合、

段階的な計画として取り組み、段階を進める際には国が成果と計画の評価

を行い、実施すべき研究開発を重点化して進めることが肝要である。さら

に、産業界が実用化の対象として選択できる環境を整えるために、研究開

発政策と産業政策を担当する関係行政機関が政策連携を進めることも重

要である。 

この段階にある取組の最大のものは高速増殖炉サイクル技術の研究開

発である。高速増殖炉サイクル技術は、長期的なエネルギー安定供給や放

射性廃棄物の潜在的有害度の低減に貢献できる可能性を有することから、

これまでの経験からの教訓を十分に踏まえつつ、その実用化に向けた研究

開発を、日本原子力研究開発機構を中核として着実に推進するべきである。

具体的には、研究開発の場の中核と位置付けられる「もんじゅ」の運転を

早期に再開し、１０年程度以内を目途に「発電プラントとしての信頼性の

実証」と「運転経験を通じたナトリウム取扱技術の確立」という所期の目

的を達成することに優先して取り組むべきである。その後、「もんじゅ」
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はその発生する高速中性子を研究開発に提供できることを踏まえ、燃料製

造及び再処理技術開発活動と連携して、高速増殖炉の実用化に向けた研究

開発等の場として活用・利用することが期待される。その具体的な活動の

内容については、その段階までの運転実績や「実用化戦略調査研究」の成

果を評価しつつ計画されるべきである。これらの活動には国際協力を活用

することが重要であるから、「もんじゅ」及びその周辺施設を国際的な研

究開発協力の拠点として整備し、国内外に開かれた研究開発を実施し、そ

の成果を国内外に発信していくべきである。 

また、日本原子力研究開発機構は、「もんじゅ」等の成果も踏まえ、高

速増殖炉サイクルの適切な実用化像とそこに至るまでの研究開発計画を

２０１５年頃に提示することを目的に、電気事業者とともに、電力中央研

究所、製造事業者、大学等の協力を得つつ「実用化戦略調査研究」を実施

している。その途中段階での取りまとめであるフェーズⅡの成果は２００

５年度末に取りまとめられ、国がその成果を評価して方針を提示すること

としており、その後もその方針に沿って研究開発を的確に進めるべきであ

る。その際、第四世代原子力システムに関する国際フォーラムにおけるこ

の分野の成果を取り入れることも重要である。 

また、日本原子力研究開発機構は、「常陽」を始めとする国内外の研究

開発施設を活用し、海外の優れた研究者の参加を求めて、高速増殖炉サイ

クル技術の裾野の広い研究開発も行うものとする。電力中央研究所、大学、

製造事業者等においても、これらに連携して研究開発を実施することを期

待する。 

国は、これらの進捗状況等を適宜評価して、柔軟性のある戦略的な研究

開発の方針を国民に提示していくべきである。特に、「実用化戦略調査研

究」の取りまとめを受け、高速増殖炉サイクルの適切な実用化像と２０５

０年頃からの商業ベースでの導入に至るまでの段階的な研究開発計画に

ついて２０１５年頃から国としての検討を行うことを念頭に、実用化戦略

調査研究フェーズⅡの成果を速やかに評価して、その後の研究開発の方針

を提示するものとする。なお、実用化に向けた次の段階の取組に位置付け

られるべき実証炉については、これらの研究開発の過程で得られる種々の

成果等を十分に評価した上で、具体的計画の決定を行うことが適切である。 

 

４－１－４．新技術システムを実用化するための研究開発 

実用化候補技術システムの中から対象を選んで実用化するために計
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画・実施される研究開発は、原則としてそのシステムによる事業を行う産

業界が自ら資源を投じて実施するべきである。国は、その技術システムの

実用化が原子力に期待される公益の観点から重要と考えられる場合等に

限って、その費用対効果を適宜適切に評価し、支援等を行うべきである。 

この段階の主要な取組としては、放射性廃棄物処分技術や改良型軽水炉

技術、軽水炉の全炉心ＭＯＸ利用技術等がある。日本原子力研究開発機構

においては、六ヶ所再処理工場への必要な技術支援を継続する。六ヶ所再

処理工場に続く再処理工場に向けての技術開発のあり方については、六ヶ

所再処理工場の運転実績、高速増殖炉及び再処理にかかる研究開発の進捗

状況等を踏まえて処理の方策が明らかにされることを受けつつ、関係者間

で検討を進める。これらのうち、高燃焼度燃料や軽水炉使用済ＭＯＸ燃料

の実証試験等については、日本原子力研究開発機構が、六ヶ所再処理工場

及び六ヶ所再処理工場に続く再処理工場に係る技術的課題の提示を受け

た上で実施する。また、改良型軽水炉技術の開発においても、日本原子力

研究開発機構の有する技術ポテンシャル、安全性試験装置等を効果的に活

用することが効率的である。 

放射線利用分野におけるこの段階の研究開発は、産業界が前段階までに

蓄積した知見を効果的に活用して推進することが多くの場合に有効であ

るから、そうした知見が周知されるよう、技術移転及び産学官の連携・協

働を一層推進するべきである。 

 

４－１－５．既に実用化された技術を改良・改善するための研究開発 

既に実用化された技術を改良・改善する研究開発は事業者が自ら資源を

投じて実施すべきである。ただし、その成果が多くの事業者間で共有され

ることが望ましい場合や、その研究開発の成功が公益に資するところが大

きい場合等には、国が、その内容を適宜適切に評価しつつ、共同開発の仕

組み等を整備して、これを支援・誘導することが妥当である。なお、今後、

原子力発電所の新規建設の停滞が続くことが予想され、産業界に築き上げ

られてきた技術基盤の維持に懸念が生じているが、このような技術開発の

推進は、この技術基盤の維持に貢献することにも留意する必要がある。 

この段階の主要な活動としては、既存軽水炉技術の高度化、遠心法ウラ

ン濃縮技術の高度化、我が国初の民間ＭＯＸ燃料加工工場へ適用するＭＯ

Ｘ燃料加工技術の確証、高レベル放射性廃液のガラス固化技術の高度化を

図るための技術開発等がある。 
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４－２．大型研究開発施設 

原子力研究開発を進めるに当たって、加速器や原子炉等比較的大規模な

研究施設の建設を必要とする場合がある。こうして建設された大型の研究

開発施設については、科学技術活動の広い分野において重要な役割を果た

し、この有効利用に基づき、その施設を中心として科学技術のＣＯＥ（セ

ンター・オブ・エクセレンス）を形成することが可能である。国は、こう

した性格を有する施設の計画については、当該施設の主な目的である、こ

れを用いた研究開発の最終成果の利益の大きさのみならず、当該施設が他

分野にもたらす研究水準の飛躍的向上といった外部性についても評価を

行って、その建設の可否を決定していくべきである。 

また、こうした施設が建設される場合、国は、これが多くのユーザに開

放されるべきものとして、設置する研究開発機関に対して、関連する研究

者コミュニティはもとより、事業者、施設・設備が整備される地方公共団

体とも連携・協力して、それを利活用するユーザの利便性の向上や、様々

な研究分野のユーザが新しい利用・応用方法を拓きやすい環境を整備する

ことを求めていくべきである。ただし、こうした研究開発施設・設備の利

用に当たっては、受益者が、その成果が広く国民に還元される場合を除き、

原則として応分の費用を負担するべきである。 

 

４－３．知識・情報基盤の整備 

遠心法ウラン濃縮技術、ＭＯＸ燃料加工技術、再処理技術、放射性廃棄

物処理処分技術等、特に民間が技術移転を求めている国の研究開発や民間

が国から技術移転を受けて実施している研究開発については、産学官の役

割分担を踏まえつつ柔軟な実施体制で推進されることが重要である。知

識・技術の移転には人の移転のみならず、ノウハウの移転のために研究開

発施設や設備の民間による利用も重要であることを踏まえて、知的財産を

適切に管理しつつ、効果的、効率的な技術移転システム等を構築すること

が必要である。 

こうした研究開発の成果として得られる技術の実用化や、これまでに得

られた知識・経験を次代において積極的に活用するためには、組織内部あ

るいは組織間で知識・技術を体系的に管理して、円滑に継承することや、

移転することが必要である。したがって、研究開発機関や研究者、技術者

は、実用化に向けた努力の早い段階から産学官相互の連携が図られるよう
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研究開発活動の相互乗り入れや相互学習のためのネットワークの整備を

心がけ、さらにはこれらを通じて知的財産管理の取組を推進していくべき

である。 

さらに、我が国の研究開発活動に知識の国際ネットワークの利用も有用

であることに鑑み、国内外の人材の流動性の向上、研究データや関連情報

の発信等のための基盤整備を進める等、多面的かつ国際的ネットワークも

構築・整備していくべきである。 

 

４－４．日本原子力研究開発機構の発足と原子力研究開発 

２００５年１０月発足の日本原子力研究開発機構においては、原子力基

本法に定められる唯一の原子力研究開発機関として、国際的な中核的拠点

となることを期待する。具体的には、基礎・基盤研究とプロジェクト研究

開発との連携、融合を図り、多様で幅広い選択肢を視野に入れ、柔軟性と

迅速性を有した研究開発を推進する。また、研究開発成果の普及や活用の

促進、施設の供用、人材育成、国際協力・核不拡散への貢献、原子力安全

研究の実施等国の政策に対する技術的な支援等を通じて、我が国の原子力

研究開発活動に寄与することが求められる。 

 

第５章 国際的取組の推進 

５－１．核不拡散体制の維持・強化 

我が国は、核兵器のない平和で安全な世界の実現のために、核軍縮外交

を進めるとともに、国際的な核不拡散体制の一層の強化に取り組んでいく。 

核軍縮に関しては、特に、包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の早期発

効に向けた積極的な働きかけを継続するとともに、兵器用核分裂性物質生

産禁止条約（ＦＭＣＴ）の早期交渉開始に向けた努力を行う。 

核不拡散に関しては、未申告の核物質及び原子力活動を容易に探知し得

る環境を整えるため、世界各国にＩＡＥＡとの包括的保障措置協定及びそ

の追加議定書の締結を求めるとともに、軍事転用を探知するための高度な

計量管理技術や転用を困難にする核拡散抵抗性技術の開発等を推進する。 

また、今後も、国際社会と協調した拡散防止の取組として、原子力供給

国グループ（ＮＳＧ）における核不拡散体制の維持・強化に向けた輸出管

理に関する議論に積極的に参加し、その実現を着実に目指す。加えて、核

兵器を含む大量破壊兵器等の拡散を輸送段階で阻止するための国際的な

取組である「拡散に対する安全保障構想（ＰＳＩ）」にも積極的に参加し
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ていくこととする。 

 さらに、核燃料サイクルへのマルチラテラル・アプローチ（ＭＮＡ）を

含む核不拡散体制の維持・強化のための新たな提案については、それが国

際的な核不拡散体制の強化と原子力の平和利用の推進に如何に資するか

を見極めつつ、その議論に積極的に参画していくべきである。 

また、核不拡散への取組基盤の強化のため、大学を含む国内外の関係者

が連携して、取組に従事する能力を有する人材を育成することを期待する。 

我が国は、これら一連の活動を通じて、核不拡散と原子力の平和利用の

両立を目指す観点から制定された国際約束・規範を遵守することが原子力

の平和利用による利益を享受するための大前提であるとする国際的な共

通認識の醸成に国際社会と協力して取組んでいく。 

 

５－２．国際協力 

 我が国が、国民の生活水準の向上や地球温暖化対策への取組等において

原子力科学技術の知見や成果を効果的に利用するに当たっては、平和利用、

核不拡散の担保、安全の確保、核セキュリティの担保を求めることを大前

提としつつ、二国間や多国間、国際機関を通じての情報や経験の交換等の

国際協力を推進するべきである。 

 

５－２－１．途上国との協力 

途上国協力に関しては、相手国の原子力に関する知的基盤の形成、経済

社会基盤の向上、核不拡散体制の確立・強化、安全基盤の形成等に寄与す

ることを目的とし、農業、工業、医療等における放射線利用や関連する人

材育成、また原子力発電導入のための準備活動等に関する協力を引き続き

進めるべきである。 

我が国が主体的・能動的に協力を行う国・地域は、地政学的にも経済的

にも緊密な関係を有するアジアを中心とする。協力を実施するに際しては、

相手国の原子力の平和利用と核不拡散を確保するため、相手国の政治的安

定性、原子力利用の状況、関連条約・枠組みへの加入・遵守状況等に留意

する必要がある。しかし、相手国にこれらに欠けるところがある場合は、

例えば国際機関における活動や安全の確保といった普遍性の高い分野に

おいて限定的に交流を行うなど、国際平和と互恵を目指す未来志向の考え

方に立った交流のあり方を検討するべきである。 

また、これらの協力に当たっては、相手国の自主性を重んじ、パートナ
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ーシップに基づくことを基本として、例えばアジア原子力協力フォーラム

（ＦＮＣＡ）、ＩＡＥＡのアジア原子力地域協力協定（ＲＣＡ）といった

多国間の枠組みや、二国間及び国際機関を通じた枠組みを目的に応じて効

果的に利用することが適切である。 

さらに、協力が効果を上げるには、相手国に、原子力分野における協力

を活用して科学技術の進歩を図ることや、この進歩をその国の社会発展あ

るいは経済発展に有効活用する政治的意志の存在が不可欠である。そこで、

二国間、多国間における高いレベルでの、例えばエネルギー問題等の政策

対話に原子力に関する話題を含めることも重要である。 

 

５－２－２．先進国との協力 

先進国との協力に関しては、人類の福祉の向上に寄与する先進国共通の

責務を果たすこと、我が国の研究開発に係る不確実性や負担の低減を図る

こと、国際ＣＯＥ化を目指すこと、多層な人的ネットワークを構築するこ

と等を目的として、競争すべきところと協調すべきところを明らかにして、

積極的に協力を行う。ＩＴＥＲ、第四世代原子力システムに関する国際フ

ォーラムといった国際的な研究開発協力はこれに相当する。 

 

５－２－３．国際機関への参加・協力 

代表的な国際機関として、ＩＡＥＡと経済協力開発機構原子力機関（Ｏ

ＥＣＤ／ＮＥＡ）があり、我が国は、これらの国際機関を国際社会におけ

る原子力の平和利用活動の公共インフラに位置付け、その活動に、立案段

階から参加することの重要性を考慮しつつ、引き続き積極的に関与してい

くべきである。 

また、国際機関や国際学会等の主催する国際会議、基準作成等に積極的

に参加することが重要である。さらに、我が国の原子力利用に関する国際

的理解を得るため、我が国の平和利用堅持のための取組、また、事故等に

関する情報についても、適時適切に、これらの国際機関を通じて世界へ発

信していくべきである。 

 

５－３．原子力産業の国際展開 

各国が原子力発電を導入・拡大することは、化石燃料資源を巡る国際競

争の緩和や地球温暖化対策につながるため、我が国の原子力産業において

培われた原子力発電技術を国際的に展開することは意義を有するもので
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ある。 

我が国が原子力資機材・技術の移転を行うに当たっては、国際的な核不

拡散体制の枠組みに沿って、各種手続や輸出管理を引き続き厳格かつ適切

に講じるべきであり、かつ、迂回輸出防止のために諸外国・地域との協力

を一層強化していく必要がある。加えて、相手国における安全の確保並び

に核拡散防止及び核セキュリティ確保のための体制の整備状況、さらに相

手国の政治的安定性等を確認するとともに、国内外の理解を得ることが前

提となる。そのような前提に立ち、相手国における原子力発電利用の成熟

度に応じて、以下に挙げるような取組を行っていくことが適切である。 

米国や仏国等の原子力発電利用が成熟している国に対しては、産業界が

主体となって商業ベースにより展開することを期待する。 

原子力発電導入の拡大期にある国に対しては、我が国の製造事業者は、

原子炉関連技術のライセンスや各種の国際約束等を考慮し、他国の製造事

業者と協力しながら、国際展開を図っていくこととしており、今後ともこ

うした方針の下に国際展開を進めることを期待する。国は、上記の前提を

踏まえ、安全面・人材面での協力や、我が国原子力産業を最大限支持する

姿勢を政府が表明するといった取組について引き続き積極的に行ってい

くべきである。また、我が国の電気事業者が原子力発電所の建設・運転か

ら得た知見を基に協力やコンサルテーション等を行うことを期待する。 

今後原子力発電を導入しようとしている国に対しては、国は、相手国の

体制整備状況に応じ、核不拡散体制、安全規制体系、原子力損害賠償制度

等の整備といった点について有する知見・ノウハウ等を提供していくなど

の側面支援を行うことは、地域発展を支援する観点から適切である。加え

て、国は、上記の前提及び当該国の具体的ニーズを踏まえつつ、二国間協

力協定等による資機材移転のための枠組み作り等を含め、その協力に適す

る方策を講ずるべきである。 

 

第６章 原子力の研究、開発及び利用に関する活動の評価の充実 

原子力の研究、開発及び利用の基本的目標を達成するために国が行う施

策は、公共の福祉の増進の観点から最も効果的で効率的でなければならな

い。しかし、グローバル化、巨大化、複雑化していく環境の中で、不確実

な未来に向けて長期的視点に立ってなされるべきこの施策の企画・推進を

そのように行い、それについて国民の理解を得ていくのは容易なことでは

ない。そこで、国は、法律で定められている政策評価を政策に関する立案、
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実施、評価及び改善活動（ＰＤＣＡ活動）の一環に位置付けて、原子力に

関する施策を継続的に評価し、改善に努め、国民に説明していくことが大

切である。その際には、原子力に関する施策は、総合的推進を要し、長期

にわたるもので、不確実性を積極的に管理しつつ安全の確保を大前提とし

て推進されなければならないことから、多面的かつ定量的な評価を行うこ

とが重要である。また、研究開発の評価においては、その計画や成果がも

たらす可能性のある公益の大きさと所要費用とを、科学技術的な観点だけ

でなく、経済社会の発展や環境保全に対する意義についても考察して評価

し、結果を実施計画に反映するべきである。 

また、独立行政法人の行う研究開発については、自律的運営が行われる

ことを踏まえ、独立行政法人通則法などに基づき国が適宜適切に評価を行

うべきであり、その際には上記の考え方を踏まえるべきである。特に、大

規模な投資を行う研究開発は、段階的に推進されるべきであり、段階を進

めるに当たっては必ず国が上記の考え方を踏まえた評価を実施すべきで

ある。 

原子力委員会は、関係行政機関の原子力に関する施策の実施状況を適時

適切に把握し、関係行政機関の政策評価の結果とそれに対する国民意見も

踏まえつつ、自ら定めた今後１０年程度の期間を一つの目安とする原子力

の研究、開発及び利用に関する政策の妥当性を定期的に評価し、その結果

を国民に説明していくこととする。 

民間においても、経営上の想定外事象の発生に伴う損失を最小化するた

めに事業リスク管理等が行われているが、原子力利用に関する事業の公益

性に鑑み、その安定的運営を確実にして国民の信頼を確保しつつ健全な効

率性を追及する観点から、安全の確保に関わるものも含めて事業リスク管

理を的確に実施するための評価活動を充実することを期待する。特に、安

全文化を含む優れた組織文化の形成活動や国民との相互理解活動のあり

方については、外部評価も含めて適宜に適切な評価を行って継続的に改

良・改善していくことを期待する。 


